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エグゼクティブサマリー 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こ数年、日本の宇宙安全保障への取り組みが大きく変化し、国家安全保障や防

衛戦略において、宇宙作戦能力が重要な位置を占めるようになった。日本は長

年にわたり世界で最も先進的な宇宙開発国の一つとみなされてきたが、その成

果は主に民間による宇宙探査や科学分野で得られたものであり、日本政府の政

策では宇宙開発は非軍事的な目的とされてきた。しかし、この地域における脅

威の激化により、国防における宇宙空間の活用が新たに重視されるようにな

り、脅威に応じた計画で宇宙作戦能力を提供するために、政策・運用・産業の

レベルでより深い協力関係を築く必要性が高まっている。 

2008年の宇宙基本法は、日本が国家安全保障における宇宙開発を推進するための法的根拠と

なったが、2022年の安全保障関連文書は、「安全保障のための宇宙システム利用の抜本的拡

大」の推進力となった。1  複雑なインド太平洋の安全保障環境の中心に位置する日本の地域

安全保障上の懸念は、活発化する中国と北朝鮮の軍事活動に支配されており、ロシアによる

ウクライナ侵攻は、この地域における侵略がどのようなものになり得るかを予見させるもの

である。日本は、2027年を国防強化の重要なマイルストーンとして設定しており、宇宙作戦

能力は、自衛隊の近代化、兵器の獲得、インフラの強靭化、訓練・演習の強化といった、よ

り広範な戦略的取り組みの一環として位置づけられている。2
 

2022年の国家安全保障戦略（NSS）、国家防衛戦略（NDS）、防衛力整備計画は、2023

年の宇宙安全保障構想（SSI）とともに、国家安全保障及び経済安全保障上の利益を推

進するために必要な将来の宇宙開発、運用体制、協力関係の主要な優先事項を定めてい
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る。宇宙安全保障構想は、同国の安全保障のための宇宙アーキテクチャの概要を示して

いる。この野心的な構想には、極超音速滑空体（HGV）を含むミサイルの探知・追尾

が可能な衛星、地上・海上の脅威に関する見識や反撃システムのための標的情報を提供

する情報収集・警戒監視・偵察・ターゲティング（ISRT）衛星、宇宙配備型の通信衛

星、測位・航法衛星、宇宙領域把握システムなどが含まれ、これらはすべて政府及び民

間の宇宙ロケットによってサポートされる。3
 

 

日本の宇宙作戦能力の拡大と産業基盤の成長を目的とした資金提供は、計画に沿って行わ

れている。日本は、防衛に特化した宇宙技術や軍民両用技術を含む、民間及び国家安全保

障のための宇宙開発への投資を過去5年間で2倍以上に増やしており、さらに増額する計画

である。今後10年間で、日本政府は宇宙航空研究開発機構（JAXA）が運営する、日本の

宇宙産業基盤の拡大を目的とした宇宙戦略基金に1兆円（69億ドル）を拠出することを決

定した。また、今後5年間で、1兆円が宇宙安全保障に割り当てられる見通しである。5 日本

は、米国やその他の国々と同様に、宇宙の経済的・技術的利益を認識しており、政府投資

が民間企業のイノベーションを促進し、技術的人材を惹きつける需要シグナルを生み出す

ことを理解している。また、宇宙分野の進歩が地球上の持続可能性、資源管理、災害救援

の課題解決に役立つことも認識している。6
 

また、組織改革も計画に沿って進められている。航空自衛隊（JASDF）は「宇宙作戦能力を

強化し、…宇宙利用の優位性を確保し得る体制を整備する」として、2027年に航空宇宙自衛

隊に改称される予定である。7 航空自衛隊内では、宇宙に特化した初の部隊として、2020年

に宇宙作戦群（JSOG）が創設され、今後、宇宙作戦任務の増加に伴い拡大していく見通

しである。 

日本の安全保障への取り組みは、依然とし

て米国の政策や行動と強く結びついてお

り、二国間関係を「戦略レベルで」深める

ことが「死活的に重要」である。8  特に米

国との協力や連携は、宇宙分野における日

本の戦略の不可欠な要素である。同様に、

同盟国及びパートナーとの協力拡大は、歴

代政権を通じて米国の国家宇宙政策の柱と

なってきた。9 2024年5月、国防次官補（宇

宙政策担当）のジョン・F・プラム博士は、

このような協力関係を「競合国が決して匹

敵することのできない非対称的な優位性」

と表現し、集団安全保障を推進し、防衛力

を強化し、宇宙空間の安全と持続可能性に

貢献すると述べた。10
 

日大統領・首相レベル、内閣・閣僚レベル・軍幹部レベルを含む日米間のハイレベル協議にお
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いて、宇宙はより重要な位置を占めるようになっている。日米の宇宙分野のリーダーは、宇宙

に関する包括的日米対話を通じて定期的に会合を開き、両国は連絡将校を交換し、両国のビジ

ネスリーダーは現在、日米宇宙産業協力に関する対話に参加している。11
 

 

主な所見 

研究の過程で、以下の所見が得られた。 

▪ 利害の一致: 脅威となる環境に対する共通理解、戦略的利害の一致、強力なリーダー

シップと政治的支援、そして人材と資源の投入により、宇宙安全保障に関する二国間

協力の包括的かつ持続的な計画を推進する好機が訪れている。著者は安全保障協力に

焦点を当てているが、経済活動や外交活動といった他の国力を通じた協力も、両国の

国家安全保障上の利益を促進するために不可欠であると認識されている。 

▪ 国家安全保障における宇宙の習熟と能力: 日本は、民間宇宙開発プログラムを通じて世界で最

も先進的な宇宙開発国の一つに成長した。しかし、宇宙を非軍事目的のみに利用するという

過去の政府方針により、日本の防衛機関や関連産業基盤は宇宙任務への関与や経験が限られ

ていた。さらに、日本の宇宙産業がサービスを提供する市場も限られていた。現在、宇宙安

全保障が重視されていることにより、日米の宇宙協力の機会は拡大しているが、当然のこと

ながら、日本の防衛機関や産業界が、特に安全保障任務のための大規模衛星コンステレーシ

ョンの構築・運用において、宇宙技術、運用経験、産業力を高める必要がある分野が浮き彫

りになっている。 

▪ 地上アーキテクチャと衛星コンステレーション: 著者が政府及び業界界の代表者と議論した

内容の多くは、衛星構築のための協力に関するものであり、本報告書でもその内容が取り上

げられている。しかし、宇宙安全保障の分野では、衛星コンステレーションにとどまらない

協力が重要であることを強調しておく必要がある。例えば、ミサイル探知・追尾任務は、軍

事的に適切なタイムラインで運用されなければならないため、地上アーキテクチャ、データ

処理・分析、ミサイル防衛システムとの接続性にも同等の注意が求められる。地上アーキテ

クチャの活動においても、衛星の開発や製造と同様に、協力関係を構築する機会は十分にあ

る。 

▪ 相互補完的な産業基盤の強み: 両国は、適切な時間枠内で宇宙作戦能力を実現するため

に、産業協力の重要性を強調している。しかし、各国が自国の産業基盤と市場アクセス

を拡大し、互いに何を依存するかを決定しようとする中で、当然ながら緊張関係が生じ

るだろう。 両国の産業基盤はそれぞれ独自かつ補完的な強みを持っている。例えば、米

国の産業はシステム統合、地上アーキテクチャ、大規模な衛星製造能力に強みがある一

方、日本の産業は衛星コンポーネント、ロボット工学、先進的な製造技術において世界

をリードしている。 

▪ タイムライン、リソース、タスク: 両国が直面する急速な脅威により、新しい能力を配

備するための積極的な計画が推進されている。米国の産業や商業サービスプロバイダ

ーに大きく依存する短期的なアプローチもあるが、日本の産業力を向上させる長期的

な道筋を提供するものもある。このような長期的な枠組みは、各国が得る安全保障と

経済的利益の全体像を明確に示し、両国の利害関係者にとって重要となる。さらに、
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円安が進む中、宇宙安全保障能力や人員への投資を大幅に増やしても、日本の購買力

は期待ほどには伸びないだろう。米国側では、防衛予算は横ばい又は減少する可能性

が高い。協力関係は、両国に能力とレジリエンシーの向上という利益をもたらすだけ

でなく、リソースやリスクを分担する方法でもある。 

▪ 安全保障とデジタルレジリエンス: 現在、日本政府、産業界、学術界全体で、サイバーセ

キュリティ、情報セキュリティ、人的セキュリティ、施設セキュリティといったセキュ

リティが、日米宇宙協力のさらなる発展にとって最も重要であるという認識が明確にな

っている。さらに、特にロシアによるウクライナの衛星及び地上ネットワークに対する

サイバー攻撃や、2011年の地震で被害を受けた福島原子力発電所などの重要インフラに

対する自然災害の影響を目の当たりにしてきた日本は、業務継続の重要性を認識してい

る。 

 
提言 

“拡大抑止の提供を含む日米同盟は、我が国の安全保障政策の基軸であり続ける。” 

– 国家安全保障戦略, 202212
 

 
本報告書では、宇宙安全保障における日米の協力と連携を深めるためのいくつかの提言を行っ

ている。著者は、単に協力すること自体を目的としてはならないと強調している。両国がそれ

ぞれの産業、経済、安全保障上のニーズを満たすために、これらの行動には意図が必要であ

る。以下に要約し、本報告書の後半でさらに詳しく論じるが、両国の政府と産業の強みを組み

合わせ、補完し合うことで、米国と日本の国家及び集団安全保障上の利益を促進する具体的な

能力を提供できる分野がある。 

▪ 人材育成: 日本は民間宇宙プログラムを通じて世界でも最も進んだ宇宙先進国の一つに成

長したが、宇宙を非軍事目的にのみ使用するという過去の制約により、防衛エコシステ

ムにおける宇宙作戦能力の利用や開発の経験は限られていた。したがって、日本の防衛

機関や支援産業における宇宙作戦能力の習熟度を高めるための教育や訓練は、あらゆる

宇宙協力活動の基盤となる。
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▪ 宇宙作戦群及び統合任務部隊の訓練と演習: 日本は、米国の支援を受け、宇宙作戦能力を統

合演習や訓練に組み込むことで、宇宙作戦能力が安全保障及び防衛任務にどのように貢献す

るかについて、自衛隊全体で理解を深めるよう奨励されるべきである。軍の宇宙コミュニテ

ィ内では、机上訓練や軍事演習への参加、及びより実践的な運用訓練が、宇宙における脅

威、運用、意思決定プロセスの理解に役立つ。 

▪ データと情報の共有: 宇宙及びサイバー脅威の評価を共有することは論理的な出発点で

ある。さらに、宇宙領域把握（SDA）のデータ共有は、北朝鮮のミサイル発射に関す

るデータ共有に用いられている日米韓3か国間の情報交換モデルを基盤として、3か国

間で強化・拡大することができる。 

▪ 相互補完的な産業基盤の強みの重視: 日米両国は、協力関係を構築するにあたり、宇宙分野

に限定することなく、それぞれの産業基盤の独自かつ相互補完的な強みを検討すべきであ

る。両国は、サプライチェーンのレジリエンスを高め、宇宙分野におけるより広範な同盟目

標を達成するために宇宙関連のスタートアップを育成するエコシステムを強化する投資家を

求める際に、互いに相手国に目を向けるべきである。 

▪ 国家安全保障のための宇宙コンステレーションの構築: 両国は、野心的で資源集約的な取り組

みである国家安全保障のための宇宙アーキテクチャを策定しており、協力関係はそれぞれの

取り組みの中核である。ミサイル探知・追尾、ISRT、SDA、衛星通信（SATCOM）の分野

は、日本の戦略文書において2027年度までに十分な防衛能力を配備する必要性が強調されて

おり、際立っている。これらの分野のいくつかにおいては、商用の宇宙システムのデータや

サービスを利用することで、短期的な能力の提供を加速し、政府が所有・運営するアーキテ

クチャを補完することが可能である。 

▪ デジタルトランスフォーメーションとサイバーセキュリティへの投資: 日米両国は、二国間

の宇宙開発計画にデジタルトランスフォーメーションとサイバーセキュリティの要素を含め

るべきである。データアーキテクチャ、クラウドコンピューティング、サイバーセキュリテ

ィを網羅するデジタルインフラは、運用レベルでの相互運用性と情報共有の拡大のきっかけ

となり得る。 

▪ 政策及び国際会議の主導: 地域及び国際会議における相互補完的かつ協調的な取り組みを

通じて、日米両国は、宇宙の持続可能性、宇宙における責任ある行動の発展、及び宇宙

の平和利用に対する脅威の低減に関する強力なリーダーシップを発揮し、外交的な主導

権を握ることができる。 

これらの提言は、実質的な能力と政策上の成功をもたらす可能性があるが、政策立案者は依然と

して既存の障壁に対処する必要がある。こうした障害の中でも特に重要なのは、両国のリーダー

がそれぞれの機関や産業界を動かしていくために、明確な優先事項と方向性を定める必要がある

ことである。両国はともに野心的な宇宙開発計画に取り組んでいる。これらの計画を実現するに

は、高度な技術分野におけるリソースの確保、産業力、労働力の確保といった課題に長期的に取

り組む必要がある。そのためにも、両国の強みを活かした産業協力を構築する必要がある。 
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さらなる障壁としては、米国産業界が日本産業界と共有できる技術や能力、作戦知識に関する指

針を提供するデータ共有ポリシーを米国国内で策定することや、日本が自衛隊から産業界にまで

及ぶセキュリティクリアランスに関する法制化を含むセキュリティ改善を実施することなどがあ

り、米国の政府及び民間の米国の安全保障の専門家を日本に招き、ベストプラクティスを共有す

ることも可能である。 

両国の輸出ポリシー及び規制は、宇宙協力や産業協力の緊密化を妨げる障壁となっている。米国

の国際武器取引規則（ITAR）は、日米両国の企業が宇宙開発における共同調達の関係構築を推奨

されているにもかかわらず、ITARと機密指定を問題として挙げているため、日米間の産業協力の

妨げとなっている。13 注目すべきは、2023年後半に日本が防衛装備移転原則を改定したことであ

り、これにより、国内で生産された軍事技術や部品の輸出拡大が可能になる見込みであることで

ある。14 サプライチェーンの多様化と、ますます脅威にさらされている志を同じくするパートナー

の防衛にさらに貢献できる前向きな動きではあるが、宇宙関連技術の輸出に対するこの政策転換

の影響は不明である。 

さらに、両国の政府及び産業界の代表者から一貫して聞かれるメッセージは、相手国の誰に話せ

ばよいのかわからないことが多いというものである。両国は、両国の宇宙分野のリーダーを一堂

に集め、カウンターパートを特定し、さらに各国内の省庁間対話を促進する上で、毎年開催され

る宇宙に関する包括的日米対話が非常に有益であると認識している。このような省庁間及び二国

間対話を、高官レベルの対話以外でも継続する機会が奨励されている。 

この研究は、数か月にわたる調査、詳細な報告、及び、日米両国の政府高官や産業界の代表者、学術

専門家との幅広い議論を盛り込んでいるが、宇宙安全保障協力におけるすべての機会と課題に対する

包括的なロードマップではない。しかし、可能な限り、政策立案者が実行できる具体的な行動であっ

て、能力の大幅な改善やより多くのシステムの実用化、より高度に訓練され熟練した労働力につなが

るような、短期的な選択肢を含む具体的な行動を特定することに努めた。 
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日、日本は複雑なインド太平洋地域の安全保障環境の中心に位置している。中国と北

朝鮮の軍事活動の活発化が地域の安全保障上の懸念の中心となっているが、一方で、

ロシアによるウクライナ侵攻は、この地域における侵略がどのようなものになり得る

かについて、警鐘を鳴らしている。こうした懸念は、2022年に日本が発表した安全保

障関連3文書、すなわち国家安全保障戦略（NSS）、国家防衛戦略（NDS）、防衛力整

備計画に反映されている。これらの文書では、高まる脅威や近隣諸国からの侵略リス

ク、不安定な世界情勢から身を守るために、独自した安全保障と経済成長を加速度的

に進める必要性が強調されている。これらの3文書には、安全保障における宇宙（日本

語では「うちゅう」）の利用が盛り込まれている。 

第二次世界大戦後、連合国は日本の重工業及び防衛能力に制限を課し、航空宇宙開発にも

制限を課した。これは1951年のサンフランシスコ講和条約まで続き、この条約によって法

的な戦争状態は終了し、国連を通じて連合国と日本の平和的な関係が再構築された。15 こ

の条約によって、日本の宇宙時代への参入を妨げていた制限を含むいくつかの制限が撤廃

された。条約には、日本の宇宙時代への参入を認める内容も含まれていた。1955年には、

日本のロケット工学の父として知られる糸川英夫教授が、東京大学生産技術研究所のチー

ムとともに、ペンシルロケットと呼ばれる全長9インチの小型ロケットを打ち上げ、日本

の宇宙開発への野望が始まった。16
 

その後数十年にわたり、日本の政策では宇宙開発は平和目的のみに限られており（日本は

2008年まで軍事目的の宇宙開発を除くと定義していた）、日本は宇宙における研究と科学
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の発展に重点を置き、その主導権は民間宇宙機関であるJAXAとJAXAの前身組織が握って

いた。しかし、インド太平洋地域における不安定な安全保障環境により、日本は自国の安

全保障及び経済目標を再評価せざるを得なくなった。中国及び北朝鮮の軍事活動と防衛予

算の増加により、安全保障の力学がますます緊迫化する中、宇宙作戦能力は日本の国家安

全保障にとって不可欠なものとなりつつある。さらに、日米安全保障同盟は、インド太平

洋地域における両国の安全保障と安定化に向けた取り組みの中核であり続けており、両国

は、宇宙分野を含む多くの安全保障分野において協力関係を深めることを目指している。

宇宙は現在、米国大統領と日本の首相、及び両国の複数の閣僚による会合における主要議

題となっている。 

本報告書は、航空宇宙安全保障プロジェクトの研究活動をまとめたものであり、宇宙安

全保障に関する日本の戦略と政策の変遷を検証し、産業界を含む日米間の宇宙安全保障

協力の潜在的な分野を特定している。著者は公開情報を調査し、日米両国において幅広

い日米政府関係者とインタビューや意見交換を行い、また、CSISにおいて日米両国の現

職及び元政府関係者、産業界代表者、学術専門家を招いて一連のワークショップを開催

した。 各国の宇宙エコシステムにおけるトレンド、能力、優先事項、強み、課題につ

いて、貴重な洞察が得られた。 

本報告書では、日本の宇宙開発の歴史と日本の宇宙能力、2008年の宇宙基本法以降の宇宙

安全保障の進展、国際的な協力関係、地域的な宇宙安全保障、米国との連携について概説

している。さらに、ミッションやアーキテクチャ、組織、産業及び技術分野、国際会議な

ど、日米の宇宙安全保障協力の深化・拡大が期待される分野について議論している。ま

た、より緊密な協力関係を築くために克服すべき潜在的な障壁や制限についても論じてい

る。 
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本の黎明期の宇宙開発計画を支援する役割を担ったのは、独立行政法人航空宇宙技

術研究所（NAL）、宇宙科学研究所（ISAS）、宇宙開発事業団（NASDA）とい

う、それぞれ独立しながらも協力関係にある3つの組織であった。NALは1955年に

航空宇宙輸送システムの研究を目的として設立された。17 ISASは1964年に東京大学

によって研究開発を目的として設立され、1970年には日本初の人工衛星の打ち上げ

を担当した。1969年には、NASDAが法律により設立され、日本の宇宙開発の優先事

項を定めた。18 NASDAを設立する法律には、宇宙の開発と利用を平和目的に限定す

る補足決議が付随していた。19 この決議は、 日本政府により「非軍事的」と解釈さ

れている。世界中の多くの国々も、宇宙開発に関して「平和目的」という表現を用

いているが、この用語を非侵略的ではあるが軍事的な宇宙開発は許容されるという

意味に解釈することが多い。20
 

NAL、ISAS、NASDAは、それぞれ日本の宇宙開発における異なる分野を担当していたが、

後に統合されてJAXAが設立された。JAXAは、2003年10月に宇宙航空研究開発機構法によ

って設立された。21 この法律に基づけば、JAXAの目的は、(1) 大学等における学術研究の発

展、(2) 宇宙科学技術及び航空科学技術の水準の向上、(3) 平和目的に限った宇宙の開発及

び利用の促進、である。22 JAXAは、2010年代初頭に安全保障関連の開発に従事することが

可能となったが、平和目的の開発に重点を置き続けている。それ以来、技術協力に関する

協定を防衛省（MOD）と締結している。23
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国際宇宙ステーションのJAXAの「きぼう」日本

実験棟 

Photo: NASA 

JAXAは設立から20年を経て、民間宇宙ミッシ

ョンにおける信頼できる担い手となった。組織

設立後の最初のミッションの1つは、2004年5月

に打ち上げられた「はやぶさ」ミッションであ

り、地球近傍の小惑星イトカワの物質を収集

し、研究を行った。24 このミッションによ

り、日本は 小惑星のサンプルを採取して

地球に持ち帰った最初の国となった。25 は

やぶさミッションは2010年に成功裏に完了

し、2014年には2度目のミッションのはや

ぶさ2が打ち上げられ、小惑星リュウグウ

のサンプル採取を行った。はやぶさ2は

2020年にサンプルを地球に持ち帰ることに

成功した。26
 

 

2008年、JAXAは微小重力実験のために国際宇宙ステーション（ISS）に「きぼう」とし

て知られる日本実験棟を提供した。27  2022年には、日本は23年以上運用されてきたISSに

2030年まで貢献することに正式に署名し、米国に次いで8年間の延長運用を正式に約束し

た最初の国となった。28
 

JAXAの主な焦点は民間ミッションにあるが、日本の宇宙政策では、特定の宇宙ミッショ

ンや技術の開発と利用におけるJAXAと日本の安全保障機関との協力関係を規定してい

る。例えば、1998年に日本上空を通過した北朝鮮のミサイルなど、1990年代後半に北朝鮮

によるミサイル活動が活発化したことを受け、日本は2003年に情報収集衛星（IGS）プロ

グラムと呼ばれる初の衛星コンステレーションを打ち上げた。29 IGSは、国防と国内の災

害監視という2つの用途に利用されている。これらの偵察衛星は、光学（EO）又は合成開

口レーダー（SAR）センサーを搭載して打ち上げられ、各衛星の軌道上での運用寿命は5

年と想定されている。30 IGSプログラムは、20年の歴史の中で、EO衛星やSAR衛星を含

め、10以上の打ち上げをJAXAのロケットで行ってきた。しかし、IGSプログラムのデー

タは、内閣衛星情報センター（CSICE）がほぼ独占的に管理している。31 2008年の宇宙基

本法の成立後、日本の政策立案者は、日本の宇宙安全保障への取り組みに対するJAXAの

貢献の拡大を模索しており、宇宙状況把握やその他の分野での協力が進められているが、

そうした取り組みの拡大の余地は依然として大幅に残っている。JAXAは、日本の産業界

と協力して、打ち上げコストを削減するために2030年までに再利用可能なロケットを開発

し、同様の国際的な取り組みに対抗しようとしている。32
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日本の宇宙関連機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本政府の宇宙政策におけるリーダーシップと所在を理解する上での課題のひとつ

は、日本政府の各部署にまたがる宇宙政策の縦割り行政的な性質である。行政府

では、内閣府、内閣官房、及び11の省庁を含む内閣が首相を補佐している。宇宙

開発は最終的に、宇宙開発戦略本部によって監督されている。宇宙が防衛にさら

に統合されるにつれ、防衛省もまた、ますます重要な宇宙関係者となっている。

宇宙問題に関する省庁間の対立は日本では一般的であり、宇宙開発は各省庁間の

正式な調整が欠如したまま、宇宙開発戦略推進事務局や宇宙開発戦略本部に問題

が持ち込まれるまで、縦割り行政のまま終わってしまうことが多い。. 

内閣では、宇宙基本法により2008年に宇宙開発戦略本部が設置された。33 この戦略本部のも

とに、各省庁間の宇宙政策及び予算配分の調整を支援する宇宙開発戦略推進事務局

（NSPS）が2012年に設置された。これは、米国の国家宇宙会議（NSpC）スタッフに相当す

るものと考えられる。同様に、産業界と学術界の代表者を含む宇宙政策委員会も2012年に設

置され、戦略本部の諮問機関として機能している。米国の国家宇宙会議とは対照的に、

NSPSは日本の宇宙活動法及び衛星リモートセンシング法に基づくライセンス責任も担って

いる。34
 

内閣府は内閣の下で運営され、宇宙開発に関する政策の企画、立案、調整、及び準天頂

衛星システム（QZSS）の開発、保守、運用を指揮している。QZSSは、独立して運用す

ることも、全地球測位システム（GPS）と相互運用することも可能な、日本独自の衛星

航法システムである。35 内閣が内閣府にQZSSの運用を指示した。 
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日本の宇宙開発計画の主な責任を担う省庁は以下の通りである。 

1.  宇宙航空研究開発機構（JAXA）を監督する文部科学省（MEXT） 

2.  自衛隊（SDF）を監督し、また、最近設立された宇宙作戦群も監督する防衛省

（MOD）36
 

3. 宇宙開発への関与を深めており、戦略計画や産業資金の管理を支援する経済産業省

（METI）37
 

4. 国際的な宇宙政策外交を担当する外務省（MOFA） 

5. 国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）とその大規模な宇宙研究開発グルー

プを管理する総務省（MIC） 

6. 静止気象衛星ひまわりを管理する気象庁を監督する国土交通省（MLIT） 

7. 温室効果ガスの監視を担当する環境省（MOE） 

8. 関連産業の支援と食糧安全保障を担当する農林水産省（MAFF） 

 

図1: 日本の宇宙関連機関 

  Cabinet  
 

 
  MOFA    MOD    MEXT    METI    OTHERS  

 

 

  JAXA    MIC  
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  MLT  

 

 

 

Source: Authors’ analysis. 
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宇宙に関する責任は、内閣情報調査室（CIRO）にも割り当てられている。CIROは省庁

の一部ではないが、内閣官房の直属機関であり、内閣及び内閣官房の政策立案者に統合

情報を提供する責任を負っている。CIRO内の内閣衛星情報センターは、増加するIGS衛

星コンステレーションの取得、運用、データ収集、画像分析を担当している。38
 

 

防衛省 

防衛省は、国家防衛戦略を編成・実行し、自衛隊を指揮している。宇宙政策と計画の決定

は、防衛省内の様々な役職や部署を通じて行われる。具体的には、防衛政策局及び防衛力

整備計画局が含まれる。その他の宇宙関連組織には、統合幕僚監部、航空幕僚監部、防衛

装備庁、及び情報本部がある。39 日本は2025年までに、自衛隊のすべての統合作戦を指揮

する統合作戦司令部を設置する予定である。40
 

宇宙開発を担当する防衛組織は、1954年に設立された航空自衛隊（JASDF）である。同組

織は、「宇宙作戦能力を強化し、…宇宙利用の優位性を確保し得る体制を整備する」として、

2027年に航空宇宙自衛隊に改称される予定である。41 航空自衛隊内では、宇宙に特化した初

の部隊として、2020年に宇宙作戦群が創設された。42 この部隊は、米国の並行組織との連

携と相互運用を容易にするために編成されている。現在の人員は150名だが、今後も増員

が予定されている。43 その最初の責任は、日本の宇宙状況把握（SSA）システムの運用で

ある。この部隊には4つの主な目的があり、（1）SSAの強化、（2）情報、通信、測位能力

の向上、（3）他のアクターによる指揮、制御、通信、コンピューター、情報活動の完全

な利用を阻止するための電磁波領域の能力の活用、（4）JAXAなどの他の日本の機関や米

国及び世界中の関連機関との協力、である。44 宇宙作戦群グループ以外にも、航空幕僚長

は世界中の宇宙分野のリーダーと関係を維持している。45
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日本の宇宙安全保障政策の

進展 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国と北朝鮮による弾道ミサイル及び宇宙開発の活発化は、インド太平洋地域の安全保障

の力学に変化をもたらし、日本のリーダーに日本の国家防衛戦略を再考させるきっかけ

となった。日本は2000年代後半から、徐々に宇宙を包括的な安全保障政策に取り入れ始

めた。2007年の中国の直接上昇型対衛星（ASAT）ミサイル実験は、地球低軌道

（LEO）に数千個もの破片を発生させたが、これも日本の宇宙に対する考え方に影響を

与えたと思われる。日本は米国や英国などとともに、この実験を真っ先に非難した国の

一つであり、多くの国がそれに続いた。46
 

2008年、中国のASAT実験から1年後、国会は与野党の賛同を得るために何度も修正を重ね

た後、宇宙基本法を可決した。47 宇宙基本法は、日本初の宇宙開発に関する法律であり、

宇宙を非軍事的な目的のみに利用するという数十年にわたる日本の方針を覆し、他の多く

の国々と同じ政策方針を採用するものとなった。この法律によって宇宙開発戦略本部が設

立され、その後の宇宙政策と計画の推進役となった。48
 

 

宇宙基本計画 

宇宙基本法はまた、日本の宇宙政策の基礎となる文書であり、安全保障を日本の宇宙開発

の目的として明確に位置づけた初の文書である、宇宙基本計画を策定した。これは、日本

の国家防衛戦略の一環としての宇宙作戦能力への取り組みにおける転換点となった。宇宙

基本計画は現在、第5次となっている。49 宇宙基本法及びその後の宇宙基本計画の改訂版で

は、宇宙能力の開発と利用は、日本国民の生活を向上させ、国際平和と安全保障を高める
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ための手段であると説明されている。50
 

2013年1月、日本は第2次宇宙基本計画を発表し、急速に変化する宇宙領域を日本の政策を

更新する推進力として挙げ、今後10年間の政府主導の宇宙開発を概説した。この文書で

は、日本の宇宙開発を科学技術研究中心から安全保障や環境監視のための宇宙利用へと根

本的に転換することを示唆している。さらに、国際市場が拡大する中で、日本の航空宇宙

産業が、日本国外のバイヤーに対して宇宙能力や宇宙サービスを提供する競争力のあるサ

プライヤーとなる必要があると強調した。51
 

2年後の2015年1月には、宇宙産業に焦点を当てた2つの宇宙法の国会での成立を求める第3

次宇宙基本計画が発表された。52 これら2つの法律、すなわち宇宙活動法（SAA）と衛星リ

モートセンシング法は、2016年に制定された。53 SAAは、宇宙船の打ち上げを規制及び許

可し、公共の安全を確保し、経済発展を含む国民生活の向上のための宇宙利用を促進する

ことを目的として制定された。54 衛星リモートセンシング法は、リモートセンシング宇宙

システムの運用のための許認可制度を確立した広範囲にわたる文書である。55
 

図2: 2008年以降の日本の宇宙安全保障の進展 
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2020年6月、日本は第4次宇宙基本計画を発表し、宇宙資産の国家安全保障推進に向けた緊

急性を初めて認めた。この改訂版では、小型衛星の大規模コンステレーションの展開な

ど、トレンド分野において日本の宇宙産業が他国に遅れをとっていることが指摘されてい

る。この文書では、国家安全保障における宇宙の重要性の高まり、自衛隊や政府の宇宙シ

ステムへの依存、宇宙領域の持続可能な利用を妨げるリスクについて説明している。ま

た、この文書では、自立した宇宙国家となり、宇宙を利用して災害管理や経済成長など、

さまざまな国益に貢献するという日本の宇宙政策ビジョンも示されている。この文書の根

底にあるのは、宇宙を利用して地球規模の持続可能性の問題を解決し、国家のレジリエン

スを強化したいという願望である。56 持続可能性と資源管理は、日本の社会と政策の2つの

重要な柱であり、宇宙開発における優先事項であり続けている。 

2023年6月には第5次宇宙基本計画が発表され、国家安全保障における宇宙利用の加速化と、

経済・社会活動における宇宙システムへの依存の高まりが強調された。57 この文書ではさら

に、軌道上システムと地上アーキテクチャがますますシームレスに統合されつつあり、 宇

宙へのアクセスが従来の宇宙開発国を超えて民主化していることに言及しており、この文書

ではこれを「宇宙の変革」と表現している。58 この計画ではさらに、民間と政府による宇宙

投資の共生関係が、日本が宇宙開発国の中で主導的な役割を維持するのに役立っており、さ

らに強化する必要があると強調している。59
 

 

2022 安全保障戦略と防衛戦略 

日本は2022年12月、3つの新たな戦略文書と、更新された防衛予算文書を発表した。国家安

全保障戦略、国家防衛戦略、及び防衛力整備計画は、日本の防衛戦略における転換点を反映

している。60 これらの文書では、防衛及び安全保障における宇宙利用の重要性が強調されて

いる。これは、過去の政策からの顕著な変化である。61 日本は、これまでの政策を踏襲し、

軍事目的専用の衛星を運用していないが、自衛隊は民間衛星バスに軍事用通信ペイロードを

搭載して運用している。62
 

 
国家安全保障戦略 

2022年の国家安全保障戦略（NSS）は、複雑でますます脅威を増す安全保障環境を描いてい

る。「第二次世界大戦後、最も深刻かつ複雑」と評される安全保障環境には、中国と北朝

鮮の軍備拡大、中国と北朝鮮による超極音速滑空体などの先進兵器の導入、ロシアによる

ウクライナへの大胆な侵攻とウクライナの効果的な抵抗などが含まれている。63 NSSは、ロ

シアによるウクライナや西側諸国に対する敵対的行動と、中国による台湾などに対する潜在

的な地域侵略との類似点を指摘している。また、NSSは中国、北朝鮮、ロシアにおける核兵

器増強の脅威についても明確かつ頻繁に言及している。64
 

安全保障上の要求が高まる中、これらの新しい文書では、近隣諸国からの侵略の脅威

やリスク、さらには第二次世界大戦後の国際秩序への挑戦から自国を守るために、独

立した防衛戦略と経済成長の加速の必要性が強調されている。 
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2013年に初めて発表されたNSSは、3つの主要な国益を概説しており、(1) 平和と安全

を維持しながらの主権と独立の維持、(2) 経済的繁栄の実現、(3) 特にインド太平洋地

域における普遍的価値と国際秩序の擁護、である。 また、気候変動や感染症などのグ

ローバルな課題に対処するために、同じ考えを持つ国々が団結して協力するよう呼び

かけている。 さらに、この文書は、軍事分野と非軍事分野の境界が技術と経済の両分

野において曖昧になっていると述べており、この点も、両者を明確に区別していたこ

れまでの国家文書とは一線を画している。 

宇宙はNSSの中で頻繁に言及されており、外交、防衛、経済安全保障と並んで、国家安全保

障政策分野として具体的に言及されている。NSSでは、自衛隊による宇宙領域の活用や、宇

宙、サイバー空間、電磁波領域を地上、海上、航空能力に統合することなど、政府全体に

よる宇宙安全保障への包括的な取り組みの強化が求められている。65
 

NSSで優先される任務は、ミサイル防衛及び反撃作戦の両方を含み、宇宙ベースの能力に

大きく依存する。日本政府は、当時の「専守防衛」政策の解釈により、これまで反撃能力

を保有してこなかった。自衛隊は依然として自衛隊であるため、政府の方針では反撃は許

可されているが、先制攻撃は許可されていない。この区別は、1950年代に遡る日本政府

での長年の議論を経て生まれたものである。現在、日本は自国のミサイル防衛と反撃能力

を可能にするための情報を米国に大きく依存している。文書では、異常な軌道を描き、大

量に発射される能力のある移動式ミサイルの脅威の拡大、及び極超音速兵器の能力が強く

強調されており、宇宙配備の資産から収集される情報の必要性を促す主な要因となってい

る。これには、地上でのミサイルの動きを検知し、標的ソリューションを開発し、差し迫

った発射の警告を提供する画像衛星、及び発射されたミサイルを検知し、迎撃ミサイルの

追尾と発射ソリューションを開発する衛星が含まれる。 

日本の国家安全保障戦略文書では初めて、宇宙安全保障は「宇宙の安全保障に関する総合

的な取組の強化」という独自の小項目として取り上げられ、社会経済活動にとって宇宙は

「不可欠」であると説明されている。66 自衛隊と海上保安庁は宇宙能力の活用が奨励され

ている。このセクションでは、安全保障問題に関するJAXAと自衛隊の連携強化も求めて

いる。これは、JAXAが防衛及び安全保障に関する議論から孤立していたこれまでの宇宙

政策とは一線を画す表現である。また、宇宙基盤の資産を含む情報収集において、

CSICE、防衛省、自衛隊間の「協力と調整」の強化も推奨されている。67 さらに、このセ

クションでは、衛星コンステレーションの開発を支援し、産業製品の宇宙安全保障任務へ

の統合を促進するために、民間宇宙技術の利用と宇宙産業基盤の成長を推奨している。 

この文書自体は、宇宙開発の優先事項や宇宙機関の仕様を定めたものではないが、政府が

支援する構想を発表するという期待を示している。この宇宙安全保障構想は、日本初の宇

宙安全保障政策であり、2023年6月に岸田文雄首相が議長を務める会議で発表された。 
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さらに、NSSにおける日米関係の重要性は過小評価できるものではなく、また、両国間の安全

保障協力の深化を強調することもできない。「世界最大の総合力」を持つ同盟国として、米

国との協力と調整の強化は、宇宙領域を含む東京の安全保障目標を達成するための戦略的取

り組み及び手段として、何度も挙げられている。68
 

 
 

国家安全保障戦略における日米関係の重要性は過小評価できるものでは

なく、また、両国間の安全保障協力の深化を強調することもできない。 

国家防衛戦略 

2022年のNDSは、日本の防衛目標を明確化することを目指しており、防衛能力の開発はあく

までも自国を守るためであり、他国に脅威を与えるためではないとしている。69 NSSを基

に、NDSは、日本と国際社会の安全保障に対する中国、北朝鮮、ロシアの脅威を軸に構成さ

れている。NDSは、インド太平洋地域が重大な課題に直面していることを明確に示してい

る。 

▪ 中国は、本土及び東シナ海、南シナ海における力を増強するために、軍事力及

び技術力を強化している。 

▪ 北朝鮮は弾道ミサイル計画及び核兵器開発をより大胆に進めている。 

▪ 2022年のロシアによるウクライナ侵攻とそれが欧州へ及ぼす影響は、インド太平洋

地域への侵攻や混乱の可能性に対する警告である。70
 

この文書は、日本の防衛能力と抑止力全般の強化を求めており、特に、同盟関係が日本

の安全保障政策全般の柱となっている米国との協力関係を強化することを求めている。71 

NDSでは、時間が重要な要素であり、2027年までに日本が潜在的な侵略者から自国を防

衛できる能力を確保することを求めている。72
 

ミサイル警戒のための宇宙利用は明示的には述べられていないが、文書全体を通じてミサ

イル防衛は際立った優先事項である。北朝鮮や中国によるミサイル発射活動が活発化し、

日本の領土に迫る中、ミサイル防衛及びその後の反撃能力の重要性は高まっている。宇宙

は、国内における正確かつ迅速なミサイル警戒と防衛を確実にするための情報収集、警戒

監視、偵察、ターゲティングの実現に不可欠である。日本の防衛政策立案者は、日本が自

国を守る能力を独自に開発することを優先し、ミサイル防衛システムを米国と連携して開

発し、相互運用できるように構築している。 

また、NDSでは、衛星コンステレーションを通信、情報収集、測位に活用し、宇宙領域に

おける脅威に対応するための宇宙領域把握（SDA）体制を構築することで、宇宙を防衛省

と自衛隊の活動に統合したいとする意向も詳述している。さらに、NDSは2027年度までに

宇宙空間にある物体を監視できるようにSDA能力を強化し、今後10年間にわたって宇宙能

力の獲得と自衛隊部隊への統合を継続するよう求めている。73
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NSSと同様に、NDSは宇宙を民間及び防衛の両面で不可欠なものと認識し、自衛隊とJAXA

の連携強化を求めている。74 NDSはまた、航空自衛隊を航空宇宙自衛隊と改称し、宇宙へ

の新たな重点化を強調している。75
 

 

防衛力整備計画 

防衛力整備計画は、防衛省と自衛隊が防衛力を構築、維持、運用するための指針とな

るものである。76 この計画は、自衛隊が調達し運用するシステムの概要を示している。こ

の計画では、5年以内に防衛力を強化し、10年以内に自衛隊は同盟国の支援なしに将来の

侵略を阻止できるようになるとしている。宇宙作戦能力は、ミサイル警戒、情報収集、通

信などの領域横断的な作戦を改善する手段として、この文書の早い段階で言及されてい

る。77 自衛隊は、補完的な商業オプションの利用も含む宇宙基盤の宇宙領域把握能力を開

発し、既存の安全な通信に加え抗たん性の高い通信帯域を複層化する取り組みを進めるよ

う指示されている。また、防衛省はJAXAと連携し、米国及びその他の友好国との協力関

係を強化する仕組みとして宇宙を活用する。さらに、この計画は、日本の航空自衛隊を航

空宇宙自衛隊に改称するよう求めるNDSの要請を反映しており、防衛における宇宙作戦能

力の役割の拡大を強調している。78 これらの文書全体を通して、宇宙が日本の国家安全

保障体制の不可欠な要素となっていることは明らかである。宇宙能力による情報収

集、通信、測位データに重点を置き、日本はJAXAや産業界のパートナーを含め、宇宙

を防衛体制にさらに統合することに焦点を当てている。  

これらの文書それぞれを通して、宇宙が日本の国家安全保障体制の不可欠な要素となっ

ていることは明らかである。日本は、宇宙能力による情報収集、通信、測位データに重

点を置き、JAXAや産業界のパートナーを含め、宇宙を防衛アーキテクチャにさらに統合

することに重点を置いている。 

 

2023 宇宙安全保障構想 

NSS を基盤として、日本は 2023 年 6 月に宇宙安全保障構想 (SSI) を発表し、宇宙安全保障

の10年間の戦略とそれらの目標を達成するために必要な宇宙アーキテクチャを示した。この

構想では、宇宙を「外交、防衛、経済、諜報をめぐる国家権力の地政学的な競争の場」と位

置付け、同盟国との協力関係の拡大と能力の拡充の必要性を強調している。79 この文書で

は、安全保障のための宇宙アーキテクチャの要件として、衛星データの互換性・相互運用性

とサイバー セキュリティ・情報保全、宇宙空間における脅威・リスクに対応し得る抗たん

性、民間サービスを活用した経済性などを挙げている。 

この構想は、NSS と同様に並列的な枠組みの問題を特定しているが、政策の対象分野にお

ける宇宙の利用を明確に規定している。SSI は、ロシアの侵攻初期の数週間に西側の商業

衛星がウクライナを支援した影響について述べ、クラウドベースのデータ管理の重要性に

ついて説明し、SAR 衛星や通信衛星を含む中国の宇宙能力の劇的な向上に言及してい

る。80
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SSI は、安全保障のための宇宙アーキテクチャを確立するための 3 つのアプローチであ

る、「安全保障のための宇宙システム利用の抜本的拡大」、「宇宙空間の安全かつ安定的

な利用の確保」、「安全保障と宇宙産業の発展の好循環の実現」について説明している。

81 この文書では、測位、航法、時刻（QZSS及びGPS）、情報（IGS コンステレーション及

び商用画像衛星）、通信（商用 SATCOM、防衛 SATCOM、戦術 SATCOM、商用及び光

学コンステレーション）、ミサイル防衛（早期警戒衛星及びミサイル防衛宇宙システ

ム）、宇宙領域把握（SDA 衛星及び商用宇宙状況把握衛星）、推薬補給衛星をカバーする

徹底的かつ野心的なアーキテクチャが示されている。また、宇宙輸送（政府打ち上げロケ

ット及び商用ロケット）や、JAXA が運営する光学望遠鏡及びレーダーも含まれる。82
 

SSI は、安全保障のための宇宙アーキテクチャの具体的なニーズを概説している。衛星

データは、米国及び同盟国のインフラと相互運用可能でなければならない。アーキテ

クチャは、強力なサイバーセキュリティ及び情報セキュリティを備え、対衛星兵器を

含む宇宙の脅威に対して耐性があり、地上局を防護でき、特に通信、地球観測、及び

データ分析において商業サービスを活用できなければならない。 

宇宙からの安全保障を実現するために、最初に挙げられている優先事項は情報収集である。こ

れは、現在の IGS コンステレーションに静止光学衛星を追加するというものである。現在の 

IGS システム及び情報収集システム全体は、解像度を再訪問率よりも優先しており、他の防衛

省のイニシアチブとは分離されているため、連携の取れていない政府機関に情報を提供するた

めに特定のシステムを二重化する必要が生じている。 SSIは、衛星解像度の向上、データ転送

の高速化、現在IGSデータを運用・所有しているCSICE、防衛省、自衛隊、その他の関連機関

との協力を求めている。 

SSIで概説されている2番目の優先事項はミサイル防衛であり、早期警戒衛星に関する米国との

継続的な協力として明記されている。さらに、SSIでは、中国や北朝鮮が開発・配備している

弾道ミサイルやHGVに対応するための探知・追尾など、追加的なミサイル防衛能力の技術実証

についても説明している。これは、米国との協力や調整の機会が最も多いアーキテクチャとな

る可能性がある。 

この構想の3番目の優先事項は、耐妨害性の高い衛星情報通信態勢の確立である。ロシア

が侵攻初日にウクライナの通信ネットワークに対してサイバー攻撃を行ったことを踏ま

え、日本は作戦継続の重要性を認識している。 SSI では、米国やその他の同盟国と相互運

用できるように、静止軌道（GEO）とLEOの両方の複数の軌道を利用する階層化及び冗

長化された通信機能を求めている。この通信システムは、防衛省と自衛隊だけでなく、海

上保安庁でも使用される。 

4 番目の優先事項は、測位、航法、及び時刻サービスに関するもので、これは現在の準天頂衛星コ

ンステレーションを強化することで実現される。SSI における宇宙からの安全保障の最後の側面は

宇宙輸送であり、宇宙ロケットの運用を継続して打ち上げコストを削減し、政府利用のために運

用を商業化することに重点が置かれている。 
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SSIは、宇宙における安全保障の優先事項に目を向け、宇宙環境の安全かつ持続可能な利用を確保

することに重点を置いている。この構想における最優先事項は、宇宙領域把握の強化である。こ

れには、他の衛星の状況把握や動きだけでなく、他国の軌道上資産の運用や能力も含まれる。宇

宙領域把握は、連合宇宙作戦センター及び連合宇宙作戦イニシアチブにおける国際協力の道筋を

提供する。 

軌道上サービスは、準天頂軌道上の衛星のライフサイクルを延長するための軌道上での推

薬補給とサービスに焦点を当てた、2番目の優先分野である。 その後、SSIは、内閣官

房、内閣府、防衛省、自衛隊など、意思決定プロセスにおいて縦割りになっている可能性

がある日本政府機関間の情報共有の重要性を詳細に説明している。 米国との協力と情報

共有の強化が全体を通して強調されている。 

さらに、SSIは、宇宙利用における責任ある行動の規範を形作るために、日本が国連やそ

の他の多国間組織に対して引き続き意見を述べていくことを明記している。米国ととも

に、日本は、破壊的な直接上昇型ASATミサイル実験を行わないこと、及び将来の宇宙ゴ

ミの発生を軽減することを約束している。 

その野心的な目標を実現するために、SSIは、宇宙分野における官民連携を強化する必要

性を認識している。強化対象となる分野は多岐にわたり、日本国内外の産業界及び政府と

の人材交流や技術協力、研究開発、政府による産業支援、民間企業への投資の多様化、並

びに、軌道上サービス、SAR、光学衛星、打ち上げなどのデュアルユースが可能な産業へ

の追加支援などが含まれる。さらに、SSIは、宇宙技術戦略の策定や、宇宙開発の中核機

関としてのJAXAの役割の強化などにより、重要要素の安定したサプライチェーンの構築

を支援することを目的としている。 

宇宙技術戦略は、2023年の宇宙基本計画とSSIを基に、2024年に発表された。これは、安全

保障・民生分野において、衛星、宇宙科学・探査、宇宙輸送、及び分野横断技術の開発の

タイムラインを示したものである。83 宇宙技術戦略は、日本の宇宙技術における「優位

性」を確保するための「サプライチェーンリスク」の軽減をさらに優先し、日本の宇宙産

業の「競争力」を安全保障に再び結び付けている。84 

これらの優先事項を支援するために、2023年11月、日本は、宇宙産業における日本の民間

企業と技術開発を支援するために、JAXAに10年間で1兆円を割り当てることを発表した。

この資金は、衛星、宇宙探査、宇宙輸送に重点的に投入される予定である。さらに、2023

年から2027年にかけて、宇宙安全保障に1兆円が追加投入される見通しである。85 米国やそ

の他の国々と同様に、日本は宇宙開発の経済的・技術的利益を認識しており、その投資が

民間企業のイノベーションを促進し、技術的人材を引き寄せる需要シグナルを生み出すこ

とを理解している。また、宇宙開発の進歩が、地球上の持続可能性、資源管理、災害救援

の課題の解決に役立つことも認識している。 
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宇宙関係予算 

日本は、宇宙利用拡大に向けた政策と計画を、予算の増額を通じて実施している。内閣府

が公表した年度予算要求によると、日本政府は宇宙関係予算を着実に増額しており、2019

年度以降、宇宙開発への支出が2倍以上に増加している。86 2023年後半、日本政府は国内宇

宙産業の拡大に向けて10年間で1兆円（69億ドル）を拠出する計画を発表した。87 これらの

資金は宇宙戦略基金として設立され、JAXAが管理することになっている。2024年度の宇宙

関係予算には、この新たな資金が反映され始めており、JAXAを監督する文部科学省と、日

本の宇宙産業基盤の活性化にこれまで以上に力を入れている経済産業省に大幅な増額が割

り当てられている。 

図3: 2020-2024年における日本の各省庁の宇宙関係予算 
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Source: “宇宙関係予算について ” [Regarding the space-related budget], Cabinet Office, Government of Japan, https://www8.cao.go.jp/ 

space/budget/yosan.html; and authors’ analysis. 

 
 

日本の防衛予算全体は2012年以降増加しており、2022年に防衛戦略と予算文書が発表

された後、大幅な増加が見られた。2022年度の防衛予算（当初予算と補正予算を含む）

は、「防衛力強化加速パッケージ」と位置付けられ、5.9兆円（409億ドル）で、2021

年度比で6.5％の増加となった 。88 2023年度の「防衛力抜本的強化「元年」予算」は、

6.6兆円（457億ドル）で、2022年度比で11.9%増となった。そして、「防衛力抜本的

強化」と位置づけられた2024年度には、日本の防衛予算は7.7兆億円（533億ドル）で、

16.7％の増加となった。89 2025年度の予算要求は2024年8月に発表される予定であり、

日本の国家安全保障・防衛戦略に沿った防衛費の継続的な増加が反映される見通しで

ある。 

防衛省は、防衛力整備計画の予算要求の概要を公表しており、宇宙領域における能力

は、宇宙状況把握・宇宙領域把握、情報収集能力の強化、宇宙のレジリエンスの強

化、ミサイル防衛のための宇宙利用といういくつかの大まかな分野に分類されてい

る。 

図4: 防衛省の宇宙関連予算 
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Source: “Defense Budget,” Ministry of Defense, https://www.mod.go.jp/en/d_act/d_budget/index.html; and authors’ analysis. 

 
 

2023年度に焦点を当てると、この年は日本の国家安全保障戦略、国家防衛戦略、宇宙安

全保障構想が発表後初めての防衛省予算となるため、宇宙関連予算は790億円（5億4,600

万ドル）から1,529億円（11億ドル）へとほぼ倍増した。90 2023年度予算案では、この予

算増額について、「宇宙領域は今や国民生活及びと安全保障の基盤であり、宇宙利用の

優位を確保することは、我が国にとって極めて重要。このため、宇宙領域を活用した情

https://www8.cao.go.jp/space/budget/yosan.html
https://www8.cao.go.jp/space/budget/yosan.html
https://www.mod.go.jp/en/d_act/d_budget/index.html
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報収集等の能力を含めた宇宙作戦能力の強化が必要。」としている。91 SDAの強化が最も

大きな伸びを見せ、SDA衛星の整備や衛星増設の検討（595億円、4億1190万ドル）、宇

宙作戦指揮統制サービスの整備（137億円、9480万ドル）などが含まれた。もう一つの大

幅な伸びを見せた分野は情報収集能力であり、Xバンド衛星通信ネットワークの強化に

343億円（2億3720万ドル）、画像解析用データの取得に226億円（1億5620万ドル）が割

り当てられた。注目すべきは、2023年度予算では、HGVの探知・追尾のための赤外線セ

ンサー技術の実証（46億円、3180万ドル）、EO/SARデータの取得・処理、HGVへの対処

能力の実証（80億円、5530万ドル）への資金提供も開始されている。92
 

2024年度の防衛省宇宙予算は、2023年度からやや減少した。SDAに重点を置く方針は維持

され、2026年度に打ち上げ予定のSDA衛星の打ち上げ・整備に172億円（1億1,880万ド

ル）、宇宙作戦指揮統制に92億円（6,360万ドル）を計上している。93 また、静止軌道間光

データ中継実証（48億円、3320万ドル）や搭載ペイロードの研究にも資金提供を開始す

る。また、民間衛星画像の取得（247億円、1億7,060万ドル）や、HGVの探知・追尾技術の

実証実験及び宇宙実証プラットフォームとしての宇宙ステーション補給機HTV-Xの使用

（38億円、2,620万ドル）など、情報収集能力への投資も継続している。2023年度と比較し

て大幅な増加が見られたのは、Xバンド防衛通信衛星と他の民間通信衛星との相互運用性を

構築するための衛星通信のレジリエンス強化（105億円）である。94 

日本の宇宙開発計画及び予算に詳しい専門家は、2024年度の宇宙予算の大幅な減少は、特

定のプログラムの自然な進行（例えば、SDA衛星の製造から打ち上げ・配備の準備に移行

するための資金の割り当て）と予算執行の遅れによって説明できると、著者に語った。し

かし、2024年8月に発表予定の2025年度の宇宙予算要求は、大幅に増加すると予想されてい

る。95
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界経済フォーラムの推計によると、日本の宇宙産業の規模は約1兆2000億円（86

ドル）であり、日本政府は2030年代初頭までにその規模を倍増させることを目指

している。96 宇宙産業は、主に宇宙輸送機（SLV）の製造を通じた政府出資に

よる重工業が中心であるが、宇宙関連のスタートアップも増えている。日本が

長年にわたり自前の打ち上げ能力と宇宙への独立したアクセスに重点を置いて

きたことは、自律性を優先してきたことを示している。SLVは、台頭しつつあ

る宇宙大国にとって、宇宙市場での競争力と宇宙分野における国際的成功の鍵

であると見なされることが多い。97 現在、SLVの運用の大半はJAXAの監督下で

民間企業で行われている。98 宇宙関連のスタートアップに関しては、2000年から

2021年までの21年間に、日本は宇宙関連のスタートアップへの投資件数で米国と

中国に次いで第3位であった。99 

2019年の日本航空宇宙工業会年次報告書によると、日本の宇宙産業は、（1）宇宙船（打ち

上げ機、衛星、宇宙ステーションの部品を含む）が、総生産量の87％を占め、(2) 地上施設

が8％、(3) ソフトウェアが残りの5％を占めている。100 2023年に発表された2022年度の報告

書では、それぞれ76.6％、9.6％、13.8％と、わずかにバランスが変化している。101
 

 

Traditional Industry伝統的な産業 

2019年、日本の航空宇宙市場は、三菱重工業株式会社（MHI）、株式会社IHIエアロスペ

ース、三菱電機株式会社（MELCO）、NECスペーステクノロジー株式会社の4大企業に

よって独占されていた。102
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2024年7月1日、Japanの次世代H3ロケットが種

子島宇宙センターから打ち上げられた。 

Photo: STR/JIJI Press/AFP via Getty Images 

これらの企業は、農業から通信、運輸に至

るまで、幅広い産業分野にわたって製品や

ソリューションを提供している。航空宇宙

及び防衛は、これらの企業の事業全体のご

く一部を占めるにすぎない。 

MHIは2007年より日本で打ち上げサービ

スを提供しており、H-IIA、H-IIB、H3ロ

ケット（生産中）の3つのSLVの開発にお

いてJAXAの信頼できるパートナーである

ことが証明されている。103 2023年3月のH3

ロケットの失敗まで、H-IIA/Bロケットは

49回連続で打ち上げに成功していた。

MHIは、SLVの製造に加え、ロケットエ

ンジン、試験施設、電子部品、及び日本

実験棟などのISSの日本システム又はコン

ポーネントの部品を製造している。104 H3

ロケットは2024年2月と7月に試験打ち上

げに成功している。105
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IHIは、宇宙、防衛、航空機エンジン、長期にわたる研究開発など、日本の様々な重工業に

関与している。IHIエアロスペースが開発し、JAXAが運用するイプシロンロケットは、現在

5号機（イプシロン（S））が運用されており、LEOに最大9基の衛星を投入した実績があ

る。106 さらに、IHIエアロスペースは、H-IIA及びH-IIBロケットに固体ロケットブースタ

ー、ガスジェットシステム、 火工品を提供しており、JAXA及び三菱重工業と協力してH3

ロケット用の新型固体ブースターの製造に取り組んでいる。107 IHIエアロスペースは、小惑

星探査機「はやぶさ」の帰還カプセルの設計と製造も担当した。108
 

MELCOは1960年代から日本の宇宙技術開発に携わり、衛星の製造、高性能ペイロード、及

び世界中の衛星プログラム向けの輸出可能なコンポーネントに重点的に取り組んでいる。109 

MELCOは、アンテナ、送信機、受信機、電波望遠鏡、光学望遠鏡などの製造を含む地上局

の構築にも携わっている。110
 

NECスペーステクノロジー株式会社は、特定の分野に焦点を当てている。 NEC は、衛星

や打ち上げロケットの部品を製造しており、システム全体は製造していない。NECの部

品は、世界中で 350 機以上の宇宙船に使用されている。111 NEC は宇宙分野における日本

の主要産業パートナーの 1 つであるが、宇宙事業全体で従業員数は 450 名未満であり、

日本の宇宙人員の少なさと成長の余地を示している。112
 

スカパー JSAT 株式会社は、太平洋地域最大の静止衛星通信事業者であり、17 基の静止

通信衛星を運用している。同社は、1985 年に日本初の民間衛星通信会社として設立され

た。安全保障上の問題に対応できるように、地球観測衛星を含む事業拡大を計画してい

る。スカパー JSAT は東京に本社を置き、米国子会社の JSAT International はワシントン 

D.C. に本社を置いている。113
 

航空宇宙及び防衛分野を運営する複合企業に加え、日本には特有の商社経済がある。

「総合商社」と呼ばれる日本の投資会社は、多くの場合「系列」と呼ばれる日本の大規

模な企業グループの一部であり、さまざまな分野や技術に関与している。これらの企業

は、特に戦後の復興期以降、日本を世界市場や産業化へと押し上げるのに貢献した。現

代の投資会社は、日本や海外の宇宙技術や宇宙企業への投資を増やしている。114 伝統的

な企業も、合弁会社などを通じて国際的な宇宙関連スタートアップへの投資を行ってい

る。115
 

 

ニュースペース 

ベンチャーキャピタルからの出資を受けている小さなスタートアップは、日本の宇宙開発

を従来の日本の重工業の枠を超えて拡大している。これらの企業のいくつかは、ロボット

工学における日本の強みを活かして、宇宙領域把握や軌道上サービスなど、宇宙の持続可

能性や探査の分野でイノベーションを起こしている。アストロスケール社、ispace社、

GITAI社などの企業は、軌道上サービスから月面ミッション、国際宇宙ステーション

（ISS）のロボット工学まで、様々なミッション領域に注力している。アストロスケール
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社、iQPS社、Synspective社などの他の新興宇宙企業は、地球上の自然や人間の活動を観

測・分析するための小型衛星コンステレーションを開発している。以下に、日本で開発さ

れている幅広い宇宙技術の例として、いくつかの新興宇宙企業を挙げる。 

アストロスケール社は、東京に本社を置き、米国や英国などにも子会社を持つ新興企業で、

衛星の寿命延長、軌道上SSA、宇宙ゴミ除去技術など、宇宙の安全かつ持続可能な利用のた

めの軌道上サービスを専門としている。117 アストロスケール社の製品は、まだ開発段階にあ

るものがほとんどであるが、同社はテストミッションを成功させている。2023年には、アス

トロスケール社は米宇宙軍宇宙システムズ軍団（SSC）から軌道上衛星への推薬補給サービ

スの提供契約を獲得し、米国政府と日本企業との協力の可能性を示した。118
 

もう1つの革新的な日本の企業は、月面探査企業のispace社であり、同社もまた、地球外へ

の人類の存在拡大を目指している。119 2022年後半、ispace社は「Hakuto-R」ミッションの初

号機を打ち上げ、2023年初頭の月面着陸を目指した。着陸機は月軌道への到達に成功した

が、ソフトウェアの不具合と思われる事故により月面に衝突し、ミッションを完了するこ

とができなかった。120 成功していれば、この着陸機は民間企業による初の月面着陸機とな

っていた。ispace社の2度目の「Hakuto-R」ミッションは、再び月面への軟着陸を試みるも

ので、現在のところ2024年の打ち上げが予定されている。121 さらに、ispace社はNASAか

ら、2026年の商業月面輸送サービスミッション用の着陸機の開発契約を結んでいる。122 

2023年後半には、ispace社は、米国、特に米国政府とのより多くのビジネス機会を可能にす

るため、コロラド州に米国本社を設立した。123 

GITAI社は、日本のロボット工学における長い歴史を活かした宇宙ロボットのスタート

アップである。同社は、打ち上げ企業と提携して月や火星にコロニーを建設すること

を目指している。 
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突飛な話に聞こえるかもしれないが、同社はトヨタ自動車や経済産業省と良好な関係を築

いて契約を結び、ISS内で技術実証ミッションを成功させ、米国の宇宙企業とも提携して

いる。124 米国に本社又は子会社を設立した他の日本の宇宙スタートアップと同様に、

GITAI社は、米国の輸出管理規制により適合するため、ほとんどの事業活動を米国に移転

している。125
 

アクセルスペース社は地球観測用超小型衛星及びその部品の設計・製造しており、2014

年に最初の衛星の打ち上げに成功した。126  同社は現在、30カ国以上の顧客を抱える5機

の衛星を軌道上に配置している。アクセルスペース社のビジネスモデルは持続可能性を

重視しており、収集した光学画像やデータサービスを活用して、森林破壊による気候変

動を監視したり、政策提言を通じて持続可能な宇宙環境を支援したりしている。 

同様に、iQPS社とSynspective社は、昼夜や天候に関係なくデータや画像を収集できる合

成開口レーダー（SAR）技術を活用し、地球観測用の小型衛星コンステレーションを構

築している。この情報は、環境監視、災害管理、安全保障の用途に活用できる。127
 



| From Earth to Uchū 31  

5 

 
二国間関係における宇宙

の重要性の高まり 

 
 

“我々の二国間の協力関係は世界で最も強固なものの一つであり、その理由の一つは、我々が常に時

代で変化する課題に対応しているからである。それは、インド太平洋地域の安全保障と安定の促進か

ら、経済とエネルギーの安全保障の強化まで、あらゆる事柄に当てはまる。また、宇宙協力を通じ

て、文字通り協力関係の領域を拡大している。”128
 

– アントニー・ブリンケン国務長官, 2023年1月13日 

 
日米間のハイレベル協議において宇宙はより重要な位置を占めるようになり、両国の政

治及び軍事のリーダーは宇宙安全保障における協力関係を深めることを約束した。これ

は、特に、有人宇宙飛行、科学研究、衛星航法・衛星通信、及び防衛協力にわたる、民

間宇宙機関のミッションや組織における宇宙協力の長い歴史の上に築かれたものであ

る。129 

2023年1月、米国のジョー・バイデン大統領と日本の岸田文雄首相は、日・米宇宙協力に

関する枠組協定を発表し、宇宙探査における協力関係をさらに強化するとともに、宇宙

領域における戦力の態勢をより整える必要性についても議論した。130 現在、米国と日本

の防衛大臣及び外務大臣は、安定性、安全保障、経済的繁栄にとって宇宙の重要性が増

していることを定期的に強調している。2023年には、両国は「任務保証、相互運用性、

運用協力の強化に向けた宇宙能力」に関する協力を深めることを約束した。131 さらに2024

年4月には、バイデン大統領と岸田首相がさらに踏み込み、極超音速滑空体を含むミサイ

ルの探知・追尾を行う衛星コンステレーションに関する二国間協力を発表した。132
 

両国の政策立案者は、防衛戦略における宇宙の重要性の高まりを強調しており、宇宙協

力は「競合国が決して匹敵することのできない非対称的な優位性」をもたらすとしてい

る。133 日本は「安全保障のための宇宙システム利用の抜本的拡大」を行う計画であり、 
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「宇宙空間における責任ある行動の規範形成に主体的な役割」を果たすことも計画して

いる。134 米国は、レジリエンスのある宇宙アーキテクチャを優先し、宇宙空間における

責任ある行動を推進し、情報共有を強化し、宇宙での共同作戦を展開するために宇宙協

力を拡大している。135 

図5: Cooperation: When National Interests Align 

 

Bilateral and multilateral cooperation occurs when nations’ mutual interests align. Using the diplomatic, 

informational, military, and economic framework that classifies instruments of national power, mutual interests can 

fall into the following categories, as exemplars: 

 

 

 

 

 
Source: Authors’ analysis. 

 

アルテミス計画とアルテミス協定 

日本は、月と火星の探査を目的とするNASAのアルテミス計画のパートナーである。アル

テミス計画の一環として、深宇宙探査の拠点として月を周回する「ルナ・ゲートウェイ」

が建設される。136 

2022年11月、NASAと日本政府は「ゲートウェイ実施取決め」に基づく具体的な貢献を発

表した。この取り決めにより、日本はルナ・ゲートウェイの国際居住区モジュールに重要

なコンポーネントを提供すること、及びルナ・ゲートウェイへの物資輸送ミッションを打

ち上げ・輸送するためのJAXAのHTV-XG宇宙船を提供することに合意した。日本の国際

居住区モジュールへの貢献には、環境制御及び生命維持システム、カメラ、熱制御機能、

追加モジュール用のバッテリーが含まれる。その見返りとして、NASAはJAXAの宇宙飛行
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士をNASAのスペース・ローンチ・システム（SLS）ロケットのルナ・ゲートウェイ乗組

員として搭乗させることに合意した。137 その後、日本の文部科学省は、2020年代後半に日

本人宇宙飛行士をアメリカ人以外で初めて月面に降り立たせることを目指すと付け加え

た。この目標は、2024年の国賓訪問で岸田首相とバイデン大統領によって強化され、国際

的なアルテミス計画の最初の宇宙飛行士を月面に送るという日本の期待される役割が正式

に確認された。138  

また、日本は2020年にNASAのアルテミス協定に最初に署名した7カ国のうちの1つであっ

た。この協定は、アルテミス計画とは別個のものであり、「月・火星・彗星・小惑星の平

和的目的のための民間宇宙探査及び利用における協力のための原則」を定めたものであ

る。139
 

 

2023 日・米宇宙協力に関する枠組協定  
2023年1月、米国国務長官と日本外務大臣は「平和目的のための月その他天体を含む宇宙空

間の探査及び利用における協力のための日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の枠組協

定」と題する宇宙協力協定に署名した。141 

 

 

日米安全保障協議委員会 

日米安全保障協議委員会（SCC）

は、両国の外務大臣と防衛大臣で構

成され、「2+2」会合とも呼ばれ

る、安全保障及び防衛協力について

議論する長年にわたる二国間会合で

ある。2023年1月のSCC会合の共同声

明では、同盟の近代化が強調され、

双方の「任務保証、相互運用性、運

用協力の強化に向けた宇宙関連能力

に関する協力関係の深化に対するコ

ミット」が改めて表明された。ま

た、注目すべきことに、この声明に

は「宇宙への、宇宙からの又は空間

における攻撃が、一定の場合には、

日米安全保障条約第5条の発動につな

がることがあり得る」という宣言も

含まれており、米国が第三国から攻

撃を受けた場合に日本を防衛するこ

とを義務付けている。142 
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2023年に国務省で開かれた日米安全保障協議委員会に先立ち、アントニー・J・ブリンケン国

務長官とロイド・J・オースティン国防長官が、林芳正外務大臣と浜田靖一防衛大臣に面会し

た。 

Photo: Staff Sgt. Jackie Sanders/Office of the Secretary of Defense Public Affairs/DVIDS 
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宇宙に関する包括的日米対話 

両国の二国間宇宙協力への取り組みを強化するため、日本と米国は宇宙に関する包括的日

米対話を実施している。これは米国が維持している2つの包括対話のうちの1つであり、最

も歴史の長いものである。2023年3月には、第8回会合が東京で開催され、両国の政府代表

者に加え、初めて産業界の代表者も参加した。143 政策立案者は、2022年の国家安全保障戦

略を含む安全保障、及び宇宙状況把握に重点を置いた商業・民生分野の宇宙協力について

議論した。144 第9回会合は2024年夏にワシントンD.C.で開催される予定である。 

 

日米防衛協力 

“宇宙の安定利用は単独では確保できないため、平時から有事に至るまで、米国をはじめとす

るパートナーとの協力が不可欠です。”145
 

– 航空自衛隊 航空幕僚監部 防衛計画部長 谷嶋正仁空将補 

 

 
最近のいくつかの組織的動きは、特に運用レベルでの両国間の宇宙関係の緊密化を示し

ている。運用上の防衛協力の最初の事例は、米国の宇宙軍と日本の宇宙開発戦略事務局

との2020年の合意に端を発するもので、米国のペイロード2基が日本の準天頂衛星に搭

載されることとなった。米国のペイロードは宇宙領域把握用の光学センサーを備えてお

り、日本から準天頂衛星6号機及び7号機に搭載して打ち上げるために日本に届けられ

た。146 

2023年12月、日本は連合宇宙作戦イニシアチブの初のハイレベル会合に参加し、宇宙領域

における多国間調整、情報共有、運用協力の改善に取り組む10か国のグループに加わっ

た。147 10か国の国防総省等から参加した政治・軍事のリーダーは、 10カ国の国防総省等の

政治・軍事のリーダーは、紛争の抑止、資源の最適化、情報共有の促進、任務保証とレジ

リエンスの向上のため、毎年会合を開いている。148  2024年に日本に在日米宇宙軍が設立さ

れる見通しであることから、二国間での訓練、演習、運用協力の機会がさらに増えること

が予想される。これは、米インド太平洋軍を支援する在韓米宇宙軍が韓国に、また米中央

軍を支援する米宇宙軍がフロリダ州タンパに設置されたものと同様のものとなるだろう。
149

 

これらの動きは、日本が米宇宙軍（USSPACECOM）に宇宙連絡将校を配置するとい

う、すでに確立されている連絡将校の取り組みを補完するものである。150 米宇宙軍

（USSF）には在日米軍に配置されている将校がいるが、その役割は 2024年後半には在日米

宇宙軍（USSF）の新たな現地指揮部隊に引き継がれることになるだろう。151 共同訓練や

運用協力が増加するにつれ、米宇宙軍（USSF、USSPACECOM）の人員を日本の宇宙

作戦群に配置することを含め、連絡要員をさらに配置することが日本にとって歓迎さ

れるだろう。 

防衛の取り組みをさらに統合するために、日米両国は軍事演習に参加している。米国
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は2001年以来毎年、シュリーバー演習を主催しており、当初は空軍宇宙軍団が主催し

ていたが、現在は米宇宙軍が主催している。日本は2018年から参加している。これら

の演習への参加は、特に宇宙における脅威に関して、他国の戦略、能力、意思決定に

対する自信と洞察力を高める。2024年には、日本はNATO加盟国やその他のパートナー

とともに、フランスのAsterX演習に参加した。152
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宇宙安全保障協力の深化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

間・商業宇宙協力における数十年にわたる関係と、現在進行中の新たな安全保障

活動を基に、宇宙安全保障における日米の協力と連携を深める機会は豊富にある。 

脅威と戦略的利益に関する一致、指導者のリーダーシップと政治的支援、人材と資源の投入

は、宇宙安全保障協力の包括的な計画を推進する好機を生み出す。実施上の問題は残ってお

り、高度な政策意図を、宇宙能力の提供、システム間の相互運用性の構築、ミッションのレ

ジリエンス強化に向けた有意義な行動にどのように転換するかという問題が含まれる。これ

は、両国がもたらす相補的な強みを活用し、宇宙領域におけるより大きな集団的知識と専門

性を構築し、産業基盤を強化してイノベーションの文化を推進し、各国の人材プールを拡大

しながら行う必要がある。しかし、ただ協力のための協力を追求するべきではなく、両国の

それぞれの産業、経済、安全保障のニーズが満たされるよう、行動には意図がなければなら

ない。 

このセクションでは、両国の官民が持つ相補的な強みを結集し、米国と日本の国家安全保障

及び集団安全保障の利益を促進する具体的な宇宙能力を実現できるいくつかの分野について

述べる。これらの分野は、政策、運用、技術の各レベルにおける協力関係にまたがり、両国

の政府、産業界、学術界が関与している。次のセクションでは、連携強化に向けた継続的な

課題について掘り下げる。それぞれの分野では、著者による調査、インタビュー、ワークシ

ョップからの所見や調査結果、及びそれに続く提言が含まれている。 

民 
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ただ協力のための協力を追求するべきではなく、両国のそれぞれの産

業、経済、安全保障のニーズが満たされるよう、行動には意図がなけ

ればならない。 

 

人材育成 

日本はこれまで宇宙を非軍事目的にのみ利用するという制限を設けてきたため、宇宙エコ

システムはJAXA、民間宇宙ミッション、民間主導の宇宙科学技術研究を中心に発展してき

た。これは、宇宙科学や有人宇宙飛行における長年にわたる協力関係、及びNASAのアル

テミス計画とアルテミス協定による月や月周回軌道への拡大を通じて、二国間関係におい

て強化されてきた。しかし、日本が世界で最も先進的な宇宙開発国の一つに成長した一方

で、日本の防衛機関や関連産業は防衛宇宙ミッションにほとんど関与しておらず、経験も

限られている。 

これには、防衛宇宙システムの要件の策定、それらのシステムの開発と利用、及びそれ

らのシステムを統合防衛作戦に組み込むことが含まれる。このような知識と能力の構築

は、教育と訓練から始まり、これは宇宙安全保障関係の基盤となる。日本当局はこれを

「人材育成」と呼び、防衛省・自衛隊と民間の双方の人員に対する宇宙教育と訓練の必

要性について、政府、産業界、学術界でほぼ一致した見解を示している。153 

この人材開発を促進するために、政府及び学術界における米国の宇宙機関は、日本の防

衛省及び航空自衛隊と提携し、民間及び防衛関係者に宇宙領域に関する知識をより提供

することができる。これには、米国宇宙軍による「スペース100/200」コースや防衛調達

大学防衛調達コースへの参加招待が含まれ得る。米国の学術機関が日本の学術機関と提

携し、教育的な役割を果たすことも可能である。米宇宙軍（USSF）は、軍事専門教育の

ためにジョンズ・ホプキンス大学高等国際関係大学院と提携しており、同大学院は、他

の学術機関に加えて、宇宙安全保障に関する幹部教育コースを設置している。こうした

教育及び訓練の機会を最大限に活用するために、両国のリーダーは、外国語能力の向上

を奨励することもできる。 

日本の専門家数名は、「人材」、つまり日本の宇宙安全保障構想を支えるために必要な労

働力の不足について述べており、航空宇宙、機械、電気、ソフトウェアのエンジニアが必

要であると指摘している。154  短期的には、このような人材不足は、現在の労働力レベルと

リソース、及びそれを支える産業基盤を考慮すると、JAXAに大きな負担をかけることが予

想される。JAXAは、アルテミス月周回有人拠点及び月面探査機の開発を含む拡大する宇宙

探査プログラムを支援しているだけでなく、防衛省と提携して宇宙安全保障構想を支援

し、そこに記載されている衛星システムの多くを開発するよう求められている。155 これに

は、航空自衛隊向けに初めて国内で設計・製造されたSDA衛星の納入が含まれる。156
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GITAIは、宇宙空間での一般的な作業や実験を

行うことができるロボットを開発するスタート

アップ企業である。 

Photo: Takashi Aoyama/Getty Images 

JAXAは、防衛省の宇宙専門家の教育と情

報提供を支援するために、防衛省防衛政策

局に専門職員を配置している。しかし、

JAXAが防衛省に人材を供給することは、

防衛省の人材不足に対する長期的な解決策

ではなく、防衛省は、宇宙安全保障政策や

運用、技術に関する独自の宇宙専門家幹部

を保持することが重要である。JAXAとそ

の前身組織は、長年にわたり非軍事活動に

重点を置いてきたため、防衛上の要件と運

用に関する知識や経験が不足しており、こ

れらは、民間宇宙活動の状況とは大きく異

なっている。 

JAXAの人材を「拡大・強化」し、民間及

び安全保障の宇宙ミッションを開発、構

築、運用できる宇宙専門家の採用、訓練、

維持することが求められている。157 



| From Earth to Uchū 37  

今後10年間で、日本政府は国内宇宙産業の発展に向けて1兆円を投じる。この宇宙戦略基金

は、JAXAと日本の宇宙産業基盤の拡大を支援することを目的としている。158 日本の拡大す

るスタートアップエコシステムは、宇宙エコシステムに優れた技術人材を呼び込むための手

段として構築されるべきである。2023年の研究によれば、「日本のスタートアップエコシス

テムは現在、15年前には不可能だった規模で、急成長中のスタートアップにトップクラスの

人材を引きつけることができる」。159 しかし、専門知識の育成には時間がかかる。米国の宇

宙・テクノロジー企業との提携、特に共同開発や共同生産を伴う協力プロジェクトは、必要

な能力を追加しながら、この知識と経験を加速させることができる。 

 

また、米国では民間、商業、軍事の宇宙開発に関する報道を行うメディアが活発であるのに

対し、日本では宇宙関連のメディアやシンクタンクが不足していることも指摘されている。

宇宙プログラムや計画、技術やスタートアップ、宇宙の安全保障や経済的利益に関する公開

討論は、日本国民の興味や理解、そしてより大きな支援につながる可能性もある。こうした

公開報道がなければ、宇宙がより幅広い注目を集め、議論の対象になることはないだろう。

日米両政府及び産業界のリーダーは、宇宙に関する取り組みについて、日本の伝統的なメデ

ィアとより積極的に関わり、理解とより幅広い後押しを得ることもできるだろう。 

 

宇宙作戦群と統合部隊の訓練 

早期警戒や情報収集から、国境や海上の安全保障、人道支援、災害救援活動、そして高度な戦闘

に至るまで、宇宙能力は現代の軍事作戦のほぼあらゆる側面に貢献している。日本がSSIで概説さ

れている宇宙能力を開発する上で、航空自衛隊が宇宙能力を高めるだけでなく、より幅広い日本

の統合部隊が、宇宙能力によって任務がどのように可能となるかを理解することが極めて重要と

なる。 また、このような統合部隊の学習は、自衛隊が今後宇宙システムに求める要件を形作るこ

とにもなる。 この学習は、前述の通り教育を通じて、また、宇宙要素を演習や訓練に統合するこ

とによって行われる。 

これらの演習では、理論と現実が交わる。これは、日米両軍が、それぞれの側が提供できる

宇宙能力、意思決定に必要なシステムから得られる情報の質と適時性、及びその情報のユー

ザーへの提示・配信方法について検討する場所である。また、これらの演習は、システム間

の相互運用性を構築し、任務の有効性を制限する可能性のある要因を特定するためにも利用

できる。 

宇宙能力は、キーン・エッジ、キーン・ソード、環太平洋合同演習（RIMPAC）などの二

国間及び多国間の共同演習、並びに司令部レベルと現場レベルの両方における日常的な

訓練に、ますます統合される可能性がある。特に、インド太平洋地域における危機や不

測の事態に対する共同作戦と相互運用性を強化するための米軍と自衛隊による司令部レ

ベルの二国間演習であるキーン・エッジ2024では、初めて米宇宙軍（USSPACECOM）が

参加した 。160 指揮官らは、宇宙能力が統合部隊の運用において目立たずも重要な役割を

果たしており、また、日本が指揮統制構造を発展させ、統合作戦司令部を立ち上げる際

にも有用な貢献要素となり得ることに気づくだろう。 
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自衛隊の宇宙コミュニティでは、航空自

衛隊関係者は、多国間の宇宙作戦シナリ

オを経験できる米国のシュリーバー宇宙

演習や米宇宙軍（USSPACECOM）のグ

ローバル・センチネル演習への参加の価

値を指摘した。このような演習や現実的

なシナリオは、没入型の机上演習や共同

研究とともに、宇宙における脅威や宇宙

での活動の原則に対する日本の理解を深

める方法として挙げられている。また、

宇宙の政策立案者や運用者は、2023年の

日米安全保障協議委員会で議論されたよ

うに、「日米安全保障条約第5条の発

動」につながる可能性のあるシナリオを

検討するためにこれらを活用することも

できる。これには、両国の意思決定プロ

セスや情報ニーズに関する検討も含まれ

る。161 

2022年12月6日、沖縄のキャンプ・キンザーで、

米宇宙軍第16電磁戦戦闘分遣隊と航空自衛隊宇

宙作戦群の主要幹部が面会した。 

Photo: Judi Tomich/U.S. Space Force 
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さらに、航空自衛隊当局者は、日本の国家安全保障を支援する衛星コンステレーションを

配備するにあたり、宇宙作戦群はより多くの運用経験を積む必要があると認識している。

防衛省と航空自衛隊が、宇宙領域把握など、軌道上の衛星が宇宙空間の他の物体を特定す

るために運用できる新たな任務分野に拡大していくにつれ、追加の訓練により、配備され

たシステムを効果的に利用する能力が加速される。日本初のSDA衛星は2026年度に打ち上

げを予定しているため、今こそこのような訓練を開始する時である。162
 

このような訓練や運用上のベストプラクティスの共有は、宇宙空間での責任ある行動を推

進するという両国が共有する政策目標を支援し、これには、宇宙空間の安全と持続可能性

を促進する活動の実施も含まれる。また、これらの能力は、軌道上で敵対的又は異常な衛

星の挙動を特定できる追加の資産を持つことによって、米国にも利益をもたらす。 

日米の民間衛星運用者も、宇宙演習や演習への参加を通じて、運用に関する見識を高め

ている。例えば、日本の産業界は、米宇宙軍（SSPACECOM）の統合任務部隊スプリン

トアドバンスドコンセプトイニシアチブ（現在は統合商業運用（JCO）セルと名称変

更）を通じて、宇宙状況把握の机上訓練に参加した。163 衛星運用者は、他の衛星の接近

や移動、衛星の破壊イベントなどにどのように対応するかといった運用上の問題を提示

された。これらのシナリオは、衛星運用者の考え方を問い直し、彼ら自身のベストプラ

クティスを洗練させ、米国政府や産業界のパートナーとの重要な関係を築くのに役立っ

た。このような演習は、日本が米宇宙軍（USSPACECOM）のJCOセルに参加している

ことを考えると、一層重要である。産業界が衛星システムの配備と運用において信頼で

きるパートナーとなるにつれて、共同演習への参加はますます重要になるだろう。 

 

 

データと情報の共有 

情報共有は、新たな脅威の全体像をより完全なものにするのに役立ち、各国が単独で

できるよりも豊富な知識に基づいて行動することを可能にする。ミサイル防衛、反撃、

宇宙作戦、サイバー防衛のいずれにおいても、情報はユーザーにタイムリーに、ます

ます機械的な速度で配信される必要がある。 

よく引き合いに出される情報交換モデルは、北朝鮮のミサイル発射に関するリアルタイム

のデータ共有を可能にする、米国、日本、韓国の3か国間のメカニズムである。164 しか

し、宇宙領域においては、米日両国の当局者は、現在の情報共有の枠組みは、「主に電子

メールとPDF」であり、両国がアクセス、分析、利用できる宇宙の脅威情報や運用データ

ではないという見解を共有している。両国はスピードを重視し、自動化、高度な処理、人

工知能及び機械学習技術の採用を拡大しているため、脅威となる極超音速滑空体の打ち上

げや軌道に関するリアルタイムデータ、あるいは敵対的な人工衛星の移動や接近に関する

ものなど、運用上適切なタイムラインに沿ったデータセットを共有できなければならな

い。 

宇宙及びサイバーの脅威評価を共有することは、特に、米国政府、産業界、学術界から
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機密・非機密の脅威評価が入手可能になっていることを踏まえると、論理的な出発点で

ある。さらに、日米両国がこれらの能力を重視していることを考えると、SSA及びSDAデ

ータは共有強化の有力候補である。日本の防衛省、航空自衛隊、JAXAは地上SSAセンサ

ーを保持し、SDA衛星を開発している。米宇宙軍は、同盟国と協力してグローバルな宇

宙監視ネットワークとSDA衛星を拡大しており、米国の民間SSAプロバイダーは共有可能

なデータと軌道分析の能力を高めている。両国は、日本の準天頂衛星に搭載される米宇

宙軍のSDAペイロードについてさらに協力を進めているが、そのSDAデータを日本に提

供するという具体的な計画はまだ立てられていない。 

これは、両国がデータと情報を持ち寄ることで、宇宙環境における異常で敵対的な行動を

特定して脅威を分析するという集団的な能力を高めることができる明らかな分野である。

このような情報共有は、責任ある宇宙活動の原則と規範の推進を通じて宇宙の脅威を低減

するという両国のリーダーシップの取り組みも支援することができる。さらに、SSAは宇

宙開発国の大多数にとって不可欠な能力であるため、協力的な情報共有メカニズムを確立

することは、日本、韓国、米国を含め、今後の宇宙活動に関する多国間でのより広範な情

報共有の基礎となる。 

SSA及びSDAの運用と運用データは、米国国防総省（DOD）内で依然として高度に機密扱い

されている。米国の政策担当者が米宇宙軍と協力して、このような情報共有に関するポリシ

ーを更新・合理化すること、及び宇宙プログラムと運用に関する国防総省の改訂された機密

指定ポリシーの実施を加速することが重要となる。165
 

 

補完的な産業基盤の強み 

両国は、適切な時間枠内で防衛宇宙能力を提供するために、日米産業間の協力の重要性

を強調している。しかし、各国が自国の産業基盤の拡大を模索し、相手国に何を依存す

るかを決定する中で、両国間には当然緊張関係が生じるだろう。さらに、日本の産業は

JAXA向けの精巧な科学衛星の製造や民間ミッションへの貢献に精通しているが、防衛

システムの開発、生産、配備に向けた規模とタイムラインは対照的であり、その違いは

大きい。 

 
 

各国の産業基盤に維持されている、協力的な取り組みに適した

独自の強みを検討することは有益である。 

迅速な対応が特に重要な分野においては、ゼロから構築することが難しい組織的及び運用

上の知識基盤を保持している米国の航空宇宙及び防衛企業から、日本が宇宙システムを調

達することが、相互運用可能な能力を短期間で実現する最速の方法であるかもしれない。

しかし、「米国製品を買う」という厳格なアプローチでは、産業基盤を強化し、人材を惹

きつけるような安全保障と産業化という日本の政策目標を達成することはできない。同様

に、米国の産業が利益や市場アクセスの拡大を見出せないような、日本国内のみに限定し

たアプローチも、特に日本が防衛宇宙システムの開発と利用における技術と運用能力の向
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上を急ぐ中では、非生産的である。したがって、産業開発のニーズを満たすだけでなく、

同盟全体の抑止力と防衛態勢を強化する協力作業に役立つ、各国の産業基盤が持つ独自の

強みを検討することは有益である。 

米国の産業界全体に共通する強みは、特に航空宇宙及び防衛の主要企業が数十年にわたっ

て軍事衛星システムの設計、構築、運用を行ってきたことから、軍事宇宙システムに関す

る組織的な知識を有していることである。米国の産業は、大規模な衛星群のシステム統合

や、データ処理、分析、及び軍事関連のタイムラインに沿ったユーザーとの接続に必要な

地上インフラの構築に関する経験を有している。LEO軌道情報収集衛星、監視・偵察衛

星、通信衛星などの分野では、米国の業界は製造能力を拡大し、ホットな生産ラインを構

築している。 過去のプロジェクトから得た教訓を共有し、システム統合と地上アーキテ

クチャの専門知識を提供することは、日本の業界が国家安全保障のための大型衛星群を短

期間で完成させるというプレッシャーの中で取り組むにあたり、非常に価値のあるものと

なるだろう。 

日本の産業は、衛星コンポーネントの分野で特に強みを持ち、トランスポンダ、アンプ、

光リンク、ソーラーアレイなどの分野で実績のあるハードウェアを保有している。 これ

らのコンポーネントは、MELCOやNECなどの日本企業によって製造され、世界数十カ国

の数百の衛星で使用されている。米国がサプライチェーンのレジリエンスを高めようとし

ているのであれば、より広範な信頼できるサプライヤー基盤の一部として、こうした日本

の部品供給業者に目を向けるべきである。さらに、日本は、特に自動車分野におけるロボ

ット工学や先進製造などの特定の先端技術分野において、長年にわたり強みを維持してき

た。166 これらの分野から得られたベストプラクティスを、日米両国の衛星生産に適用する

ことができる。 

商業サービス分野では、両国にはスカパーJSATやViasatなどの長年にわたる商業衛星通信事

業者が存在し、そこに新たな商業宇宙企業が参入している。民間資本によって強化されたこ

れらの企業は、地球観測、宇宙状況把握、衛星通信、宇宙サービスなどの分野でデータ、分

析製品、サービスを提供している。各国の宇宙インフラに統合可能な能力を提供し、共有可

能なデータや追加の能力を提供している。 

米国の分析会社ブライス・テック社による2023年の宇宙関連スタートアップ投資の動向に

関する報告書によると、2000年以降の宇宙関連スタートアップ企業への投資家のうち、お

よそ50パーセントが米国（43パーセント）と日本（7パーセント）からの投資家であっ

た。167 ブライス・テック社はさらに、 「2018年以降、主に中国、日本、英国において、

国際投資家の参加が増加している」と指摘している。168 このような資本は、各国の宇宙分

野における相互投資を含め、上述の商業宇宙能力及びサービスの開発を促進し、宇宙に関

するより幅広い同盟目標を達成することができる。 

同様に、日本の宇宙戦略基金は、両国の宇宙安全保障ニーズにより実質的に貢献できるよ

う、日本のより広範な宇宙及び技術エコシステムを強化する潜在的可能性を有している。

理想的には、この基金は、宇宙ロケットのような高額なハードウェアだけでなく、日本の
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新興企業の活性化、デュアルユース技術の進歩、防衛省の目的を支援できる宇宙データ分

析ツールやサービスの開発にも重点的に取り組むべきである。また、この基金の恩恵を受

ける日本企業が米国企業と提携することも奨励すべきである。 

米国と日本の新興企業は宇宙エコシステムにおけるイノベーションと破壊の源のひとつで

あるが、政府機関もまた、従来の宇宙取得プログラムに破壊的な取得アプローチとビジネ

スモデルを導入している。次世代の拡散型戦闘員宇宙アーキテクチャ（Proliferated 

Warfighter Space Architecture: PWSA）の開発者、取得者、運用者である米国宇宙開発局

は、その業界パートナーとともに、取得のベストプラクティス、オープンソース及びモジ

ュール型コンポーネントの開発、時間をかけて徐々に新しい能力を提供していくスパイラ

ル開発手法などに関する洞察を共有する体制が整っている。169
 

最後に、宇宙エコシステム内の協力関係構築に焦点を当てることは有益かもしれないが、

各国が他国から最も必要としているものは、宇宙分野に特化したものではない可能性があ

る。例えば、日本は米国の産業が軍事衛星群のシステム統合を支援することが最も有益で

あるかもしれないが、米国は日本の産業が海外での船舶修理・メンテナンス、あるいは無

人機や兵器の大量生産に活用することが最も有益であるかもしれない。170 産業基盤協力に

関する考え方を広げ、各国の補完的な強みを活用するより広範な「ウィンウィン」アプロ

ーチを奨励すべきである。 

 

国家安全保障のための宇宙コンステレーションの構築 

宇宙安全保障構想により、日本は初めて、一連の衛星群によるミサイル探知・追跡、情報

収集、通信、測位・航法、宇宙領域の認識を、一連の宇宙輸送機でサポートする、多面的

な宇宙安全保障体制のロードマップを提示した。一方、米国は国家安全保障のための宇宙

アーキテクチャの大幅な変更の最中であり、多様でレジリエンスのある宇宙アーキテクチ

ャを通じて任務保証を優先し、拡散型ミサイル警報及びミサイル追跡（MW/MT）、情報、

監視、 偵察、より小型で精巧でない衛星の通信コンステレーション、宇宙防護及び宇宙管

理能力などへの投資拡大を含む、多様でレジリエンスのある宇宙アーキテクチャを通じて

任務保証を優先している。171両国は、これらの戦略を実施するには、政府システムと商業サ

ービス（宇宙商業化の新たな分野を含む）が必要であることを強調している。171  

ワシントンと東京は、同盟関係と協力関係が非対称的な優位性をもたらすことを認識しており、両国

の協力は「軌道上及び地上の両方で、宇宙活動に利用可能なシステム数を拡大し、レジリエンスを強

化し、外交及び軍事的対応の選択肢を拡大し、敵対者の意思決定を複雑にする」ものであると評価し

ている。172
 

いずれのアプローチも野心的で、多大な資源を必要とする取り組みである。しかし、両

国で宇宙関連の予算が増額されているにもかかわらず、これらの計画を実現するには、

高度な技術分野における資源の確保、産業能力、労働力の確保が長期的な課題となる。

日本の専門家は、日本の産業には十分な人材が不足しており、必要な規模とタイムライ

ンで宇宙能力を実現するのは困難であるため、米国のパートナーが必要であると強調し
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ている。米国は軍事宇宙システムの開発と運用において豊富な経験を有しているが、同

時に、レジリエンスやギャップを埋めるための追加能力、そして負担を分担する新たな

方法も求めている。さらに、米国のアプローチが多様化するアーキテクチャに移行する

につれ、新たな運用概念、異なる技術開発や生産体制、そして新たな協力関係の構築の

機会が生まれるだろう。 

著者は、米国及び日本の政府及び産業界の代表者との議論、ブリーフィング、ワークシ

ョップから得た情報をもとに、さまざまな宇宙ミッション領域にわたるアーキテクチャ

協力に関する多数のアイデアを検討した。以下に、そのうちのいくつかを論じる。 

SSIで説明されているすべての分野が、より緊密な二国間協力の候補となり得るが、ミサ

イル探知及び追跡、戦術的監視、偵察及び標的捕捉能力、保護された衛星通信、及びSDA

は、日本の戦略文書で2027年度までに十分な防衛能力を配備する必要性が強調されている

ため、特に注目に値する。 

 

ミサイル探知・追尾 

北朝鮮と中国による弾道ミサイルや巡航ミサイル、HGV（極超音速兵器）などのミサイル

兵器の拡張により、宇宙空間におけるミサイル探知と追跡は、米国と日本にとって喫緊の

課題のひとつとなった。このため、両国のリーダーは2024年4月、「極超音速滑空体などの

ミサイルに対する低軌道での探知・追跡コンステレーションに関する二国間協力（米国の

産業界との協力の可能性を含む）」を追求することを約束した。173
 

米国では、増大する宇宙の脅威に対する耐性を高めるために、商業的に開発されたコンポ

ーネントや手法も活用しながら、複数の軌道に衛星を配置するMW/MTアーキテクチャへの

アプローチの転換が進められている。米国宇宙軍は、宇宙開発局を通じて、PWSAを通じ

てLEOの数百基の衛星を構築している。また、米国宇宙軍とMDAは中軌道（MEO）衛星を

構築しており、米国宇宙軍は次世代の頭上持続型赤外線（OPIR）プログラムを通じて、

GEO及び高軌道宇宙赤外線システムの置き換えを行っている。 

図6: 人工衛星の主な軌道 

 

 

 

Source: Aerospace Security Project. 

日本は独自の能力開発を目指しており、LEO 協力には関心があるものの、全体的なアー

キテクチャのアプローチに関してはまだまとまっていない。これまで、東京は米国の静

止軌道及び地球高軌道上の赤外線宇宙システム及び防衛支援プログラムのミサイル警報
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衛星から共有されるミサイル警報データと、自国の地上レーダーに頼ってきた。日本で

は、グローバルなアーキテクチャの必要性を疑問視する声もあり、その代わりに、地域

的なニーズは、地域を監視できる持続性とセンサーを備えた静止軌道システムで満たす

ことができると主張する人もいる。日本の業界は、静止軌道運用用の光学ペイロードと

統合できる大型衛星バスを構築する能力に長けている。また、LEOやMEOは補完的な能

力を追加し、耐性を高めるとの意見もある。多数の小型衛星を構築し、衛星コンポーネ

ントを定期的に技術更新しながら供給していく機会があるからである。アプローチに関

わらず、このようなアーキテクチャは、重要な長期的なリソース投資となる。現時点で

は、選択肢を排除しないことが重要であるが、政策立案者、プログラム担当者、政治指

導者は、短期間で要件に関する決定を下さなければならない。 

このような背景を踏まえ、今後の協力のあり方についていくつかの考え方を提示する。宇宙空間

におけるミサイル探知・追跡システムの構築と運用は、防衛省・自衛隊、調達機関、及び産業基

盤にとって新しい取り組みである。日本が軍事任務と新たな標的（例えば、高強度車両）につい

てより深く理解し、全体的な要件を明確にし、技術的・運用上の能力を時間をかけて構築するこ

とを可能にする段階的なアプローチは、著者らが主導したワークショップや議論の場で繰り返し

提起された。また、米国の宇宙産業が深く関与しているすべての宇宙ミッション領域の中でも、

特にミサイル探知及び追跡は相互依存関係が強い分野であるという意見も出された。これは、日

本の産業基盤がまだ開発していない数少ない技術分野の1つであり、商業サービスを通じて獲得

できるものではない。さらに、米国は世界的な衛星群に数百機の衛星を配備する計画を立ててお

り、すでに緊密なミサイル防衛関係の自然な延長上にある分野である。174
 

PWSAのLEOアーキテクチャの追跡・輸送能力を中心とした防衛省と米国宇宙開発局との

間の協力関係は、このような段階的な協力関係の魅力的な道筋を提供し、全体的なレジリ

エンスの向上に貢献する。より小型で安価な衛星を数百機単位で打ち上げるという計画さ

れたアーキテクチャにより、PWSAは、日本がミッションを習得し、小型から中型の衛星

の開発・生産規模を拡大（「レップス及びセットの構築」）するための漸進的なアプロー

チを提供する。 

以下では、ミサイル探知及び追跡協力に関する具体的な提言をいくつか挙げる。 

▪ 短期的には、PWSAの地上局を日本に配備し、PWSAのデータを日本と共有するこ

とが考えられる。現在の早期警戒データ共有モデルを基に、これにより日米両国の

ユーザーはPWSAの追跡データに慣れ親しみ、その処理、分析、他のミサイル早期

警戒データとの融合に関する経験を積み、意思決定やミサイル防衛システムをサポ

ートするために必要なデータ品質、遅延、接続性に関するフィードバックを提供す

ることが可能になる。 

短期的には、ミサイル探知及び追跡、輸送層衛星のための共同技術及び生産実証プ

ログラムが追求される可能性がある。これは、日本の産業能力を構築しながら、両

国の産業基盤にさまざまな提携形態を模索する機会を与えることになる。例えば、

日本の光通信ペイロードを輸送衛星に統合し、輸送層及び追跡層衛星の両方につい

て、共同生産又はライセンス生産の提携を模索することが可能である。いずれの構
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想も宇宙開発事業団の「将来能力構想」に適合する可能性があり、その構想では段

階的な改善をPWSAの将来の能力に組み込むことができる。日本の光通信ペイロー

ドは、オープンソースであるPWSAの光通信と設計上相互運用可能であるべきであ

る。 

▪ このような共同技術開発プログラムには、特に高高度グライド（HGV）に対する性

能を検証する調整された試験キャンペーンや試験データの共有も含まれる可能性が

ある。日本は米国のPWSA試験活動に参加することができ、同様に米国も将来の

HTV-Xミッションで自国の軍事用赤外線（IR）ペイロードのデモンストレーション

を行う際に、日本の試験計画に参加することができる。175
 

▪ 中長期的には、日本は、ミッションのニーズをより明確に理解し、米国の PWSA と

相互運用可能な補完的な独自の運用コンステレーションを構築するために、国内の

産業能力と技術的熟練度を拡大することができる。 

運用能力の迅速な展開が喫緊の課題である場合、日本は初期段階では米国の衛星生産ライ

ンを活用し、設計と開発に要する時間を最小限に抑えるために、米国の衛星産業に大きく

依存することができる。日本が経験に基づく知識と国内生産能力を蓄積するにつれ、この

依存関係は弱まっていくだろう。  

もし日本がGEOアーキテクチャの追求を決定した場合、日本製衛星バスと日米のOPIRペイロード

を組み合わせるといった産業上の選択肢が検討される可能性がある。例えば、日本が将来のHTV-

X打ち上げで軍事用赤外線ペイロードのデモンストレーションを飛行させる計画に資金提供してい

るが、これが候補となり得る。このペイロードは非常に高性能である可能性が高いが、米国での

経験から、このような新しい設計や開発の取り組みは複雑で費用がかかり、時間がかかることが

分かっている。2つの異なる設計では、日米の衛星相互運用性が難しくなるが、静止軌道（GEO）

と低軌道（LEO）のシステムから地上局でデータを融合する機会は探求できるだろう。 

このミッション領域では、衛星群を超えた協力関係が重要であることを強調しなければならな

い。ミサイルの探知と追跡という、軍事関連のタイムラインに沿って遂行しなければならないミ

ッションにおいては、地上アーキテクチャ、データ処理と分析、ミサイル防衛システムとの接続

は、衛星開発よりも困難な場合が多く、同等の注意が必要となる。地上局での処理、高度な分

析、戦闘管理、指揮統制機能においても、衛星の開発や製造と同様に、産業協力を構築する機会

は多くある。 

 
 

衛星の開発や製造と同様に、地上局の処理、高度な分析、戦闘管理、指揮

統制機能においても、産業協力を構築する機会は十分にある。 

情報収集、警戒監視、偵察、ターゲティング 

SSIは、日本のスタンドオフ防衛能力と海洋領域把握能力の向上のために、「ターゲット

の早期探知と追跡能力」の必要性を説明している。175 これには、陸上、海上、及び空中の

運用環境のより深い理解、脅威に関するインテリジェンス情報の構築、及び脅威の変化を
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示す兆候の提供が含まれる。さらに、東京のスタンドオフ反撃システムには、情報、監

視、偵察システムから提供されるリアルタイムのターゲティング情報が必要となる。 

さまざまな日本の代表者が、政府は昼夜及び全天候条件で即時即応能力を提供する、数

十機の電子光学（EO）及び合成開口レーダー（SAR）衛星群に投資する計画であると述

べた。177 これらのシステムは、発射前のミサイルの探知及び追跡にも役割を果たす。例

えば、駐屯地内外における敵対勢力の移動式ミサイルの追跡、ミサイル関連施設のマッ

ピング、ミサイル部隊の活動パターンの構築などである。 

ISRTの分野において、日本は強力な主権基盤を構築している。内閣衛星情報センターは日

本の重工業と協力し、IGS衛星群の一部として、20年以上にわたりEO及びSAR衛星を構

築・運用しており、衛星群のさらなる拡大を計画している。日本の国内商業リモートセン

シング産業は台頭しつつあり、大手企業や新興企業がSARを中心とした商業用画像衛星を

構築し、データ製品をサービスとして販売することを目指している。 

日本の産業及び日本政府は、このミッション領域において確固たる実績を有している。また、米国

の諜報機関及び商業画像を提供する米国の宇宙企業と緊密に協力してきた長い歴史もある。したが

って、協力の取り組みは、同盟国に能力とレジリエンスを追加すること、ISRTデータの共有、よ

り高度な分析と複数の情報機関による洞察の構築、軍事要件のサポートと運用に関連するタイムラ

インでの実用的な情報の提供に向けた全体的なアーキテクチャの調整に焦点を当てるべきである。 

ISRT全体における主要な協力分野を特定し、以下に列挙する。 

▪ 両国は、従来の軍事任務を支援し、海洋状況把握を高め、人道支援及び災害救援

活動を支援し、世界的な動向や環境の変化を追跡するために、商業衛星データ及

び分析サービスのより広範な採用にメリットを見出している。防衛省は、商業画

像の取得のための2025年度予算を増額する可能性が高く、米国宇宙軍は商業デー

タソースの利用を開始している。178 これは、国家安全保障上の優先事項と意思決

定を支援するだけでなく、中国からの競争が激化している両国の商業宇宙部門の

国際競争力を強化するためにも、継続すべき重要な傾向である。179
 

▪ 日本の産業はEO及びSAR衛星の製造経験を有しているが、規模とシステムの迅速な

配備に対する需要は、東京の「安全保障と産業化」政策に従う一方で、米国の産業

規模とシステム統合の専門知識を活用する協力関係を必要とする。このような提携

関係には、米国と日本の宇宙企業間の共同生産及びライセンス生産契約、及び商業

用EO及びSARデータの取得又は商業衛星群への専用アクセスが含まれる可能性があ

る。長期的には、日本が単独でこの衛星群を維持できるだけの国内産業能力を拡大

することも可能である。より効果的に協力するためには、米国企業及び米国政府

は、ISRT衛星群の構築を想定した日本の一般的な構想について、より深く理解する

ことが有益である。 

▪ ISRTは、衛星を超えて協力関係を促進する必要があるもう一つのミッション領域で

あり、地上システム、データ処理、分析、及びそれらの地上システム間の相互運用

性にも同等の重点を置く必要がある。これには、EO/SAR衛星群からのデータのタ
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スク処理、収集、処理、利用、及び配信のための地上アーキテクチャ及びプロセス

の開発が含まれる。さらに、大規模なISRT衛星群から得られるデータ量は膨大なも

のとなる。日本や米国に、軍事情報としての価値を判断するために各画像を精査す

るアナリストが十分に存在するわけではない。データ処理、自動化、及び人工知能

や機械学習の利用を含む高度な分析ツールの開発を重視する協力関係を奨励するこ

とができる。 

▪ 優先任務分野の一つである反撃を可能にするため、航空自衛隊は軍事情報分析及び

「艦船及び上陸部隊」の標的設定などの標的開発能力の向上が必要であることを認識

している。180 2022年11月に設立された日米情報分析室は、まさにそれを目的として

おり、横田基地の日本及び米国の分析官が遠隔操縦機からのビデオフィードを共同分

析している。将来的には、宇宙からのリモートセンシングデータの統合も視野に入れ

ている。 

日本の防衛及び情報機関は依然として縦割り行政の傾向が強いことから、著者は、CSICEと

防衛省・自衛隊間のデータ共有を拡大する方法を模索するよう促された。著者は、米国にお

いても、情報コミュニティが国家の意思決定者と軍事行動の双方を支援する方法を確保する

ことが、長年の課題となっていることに言及している。民間部門は、縦割り行政を打破する

手段となり得る。日米企業間の協力の追加分野として、EOやSARだけでなく、無線周波数

信号の収集、ハイパースペクトラル画像、オープンソース情報など、複数の情報源の融合を

実証することが考えられる。 産業界、特に新興企業は、政府と同じような縦割り行政の制

約を受けない。 複数の情報源を活用する運用概念から得られる、より価値の高い情報に関

する洞察を実証する上で、より大きな進歩を遂げることができるかもしれない。 

 
宇宙領域把握と衛星攻撃 

両国は宇宙物体やデブリの追跡及び監視において高度な能力を有している。宇宙能力に

対する脅威が高まり、宇宙領域が混雑するにつれ、SDAへの投資を増やしている。SDA

はすでに政府と産業界の両方で活発な協力関係が構築されている分野である。前述の通

り、2020年に米国宇宙軍と日本の宇宙開発戦略本部が締結した合意により、米国のSDA

ペイロード2基が日本の準天頂衛星（まだ打ち上げられていない）に搭載されることにな

った。また、2023年3月にノースロップ・グラマンとIHIエアロスペースが締結した合意

のように、SDAを強化するための小型の操縦衛星やその他の能力を構築するといった、

産業界の協力関係も強化されている。 

本分析の前のセクションでは、宇宙物体の追跡の精度と範囲を改善し、衝突のリスクを

低減し、宇宙交通管理全般を強化するために、データ共有を強化する機会について説明

した。ここでは、SDA能力とインフラを中心とした協力分野と、デブリの低減と除去に

焦点を当てた共同イニシアチブについて説明する。
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米宇宙軍が2つのペイロードを日本に送った。 

Photo: U.S. Indo-Pacific Command 

 

• 米国とは異なり、日本は数十年も前

の宇宙物体追跡システムやカタログ

システムに縛られていない。日本

は、最新技術を活用し、JAXAの地

上光学望遠鏡やレーダー、及び民間

データ（例：レオラブス、スリング

ショット、コムスポック）など、日

米両政府及び民間ソースからの宇宙

監視データを融合させることで、宇

宙領域における共通の運用状況の構

築にゼロベースで取り組む機会を得

ている。さらに、このような能力

は、政府及び商業衛星オペレーター

を支援し、他の衛星の接近探知、宇

宙における異常又は敵対的な物体の

活動パターン構築、衛星衝突のリス

ク分析を提供できる可能性がある。 

 

 

▪ USSF SDA-QZSS パートナーシップに加えて、他のホスト型ペイロード構想を検討で

きる可能性がある。IHIとノースロップ・グラマンの共同SDA能力開発パートナーシ

ップ以外にも、他の日米企業が、次世代の衛星通信システムにSDAペイロードを統

合し、政府にサービスとして提供する構想を検討している。準天頂衛星システムが

11基に拡大するという最近の発表は、SDAペイロードのさらなる搭載機会を提供す

るものである。181
 

▪ 両国は、日本のSDA衛星（最初の衛星は2026年に打ち上げ予定）と米国の静止軌道宇

宙状況把握プログラム（GSSAP）衛星との間で、協調運用を検討することも可能であ

る。このような協調運用は、訓練の支援、能力の追加、対象範囲の重複の削減に役立

つ。日本の学者は、日本のSDA衛星と米国のGSSAP衛星が「連携して運用」されると

いうアイデアを提起した。特に、日本の2機目のSDA衛星が配備されれば、機動性と

撮影能力が向上することが予想されるためである。182
 

▪ 日本は、レーザーアブレーションなどの技術を用いた能動的デブリ除去を含む、デブ

リ除去技術の開発を主導している。一方、米国は宇宙活動において豊富な経験を有し

ている。共同での実証実験やミッションは、能動的デブリ除去技術を検証すると同時

に、デブリ低減のための新たな運用概念の進展にもつながる可能性がある。 

 

両政府はまた、宇宙防衛に関する協力の選択肢を模索し、また、この話題や能力につい

ては極めてセンシティブなものであるが、各々が対宇宙能力をどのように捉えているか

についての基本的な理解を構築すべきである。 JSOGは、電子攻撃兵器がより普及する

につれ、政府及び民間事業者双方にとって有益となる、衛星妨害を検出する機器を保有

している。日本のNDSもまた、「相手の宇宙利用を妨害又は無力化するために必要な能

力」の開発に向けた基盤を築いている。183 例えば、電磁スペクトルの利用を確保するた
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めの取り組みの一環として、東京は2024年度予算で通信及びレーダー妨害能力に資金を

割り当てた 。184 各国はカウンタースペース活動について高度な機密性を維持する可能性

が高く、米国では以前からそのように扱われているが、基本的な概念、能力、シナリオ

に関する一般的な議論は、各側がこの任務領域についてどのように考えているかを理解

するのに役立つ。また、重要なのは、誤算を避けることである。米国国防総省が最近、

特定の宇宙能力に関する機密区分の壁を取り払うよう推し進めていることと、日本が統

合宇宙作戦に加盟したことは、日本との情報共有における機密開示の障壁を乗り越える

好機となる。185
 

 
PROTECTED SATCOM通信衛星の保護 

強靭な衛星通信も、両国が重視している分野である。米国は長年にわたり、さまざまな軍用

衛星通信システムを運用しており、商用の静止軌道衛星によって補完されている。また、ス

ターリンクが最も著名な存在であるLEOブロードバンドネットワークの利用も拡大してい

る。日本も衛星通信の分野では長い実績があり、スカパーJSATを活用して軍事用静止軌道

衛星ネットワークの開発と運用を行っている。日本のSSIは、政府及び商業システムによる

日本軍及び兵器システム間の接続に対する高まる需要に応えるため、静止軌道及び低軌道に

またがる多重化及び冗長化された衛星通信ネットワークの計画を概説している。 

日米間の衛星通信協力はすでに進行中であり、日本は商業用LEOブロードバンドに専念す

る取り組みを確立しているが、政府高官は特に、敵対勢力が電子戦システムや戦術をます

ます採用する中、安全な妨害電波対策及びスプーフィング対策の接続性を提供できる保護

衛星通信の提携に強い関心を示している。日本側では統合幕僚監部（J6）が保護された衛

星通信への投資を主導しており、米国側では宇宙軍の宇宙システム司令部（SSC）が衛

星、地上インフラ、モデム、ユーザー端末にわたる保護された戦術衛星通信機能の取得を

主導している。 

保護された衛星通信の分野における協力関係は、以下の分野で検討される可能性がある。 

▪ 特に、米国のSSCの保護された戦術衛星通信プログラムの一環として、SSCは、米国

軍及び連合軍が使用する商業及び国際的な静止軌道及び中軌道商業衛星群におい

て、保護された戦術波形を配信するプロジェクトに資金を提供している。これは、

日本の衛星通信事業者が、この能力の成熟化に向けたプラットフォームを提供する

ことで、SSCのパートナーとなり得る分野である。日本はこの分野で主導的な立場に

立つことができ、安全保障目的で使用する衛星通信資産の艦隊全体にこれを拡大す

ることが可能である。 

▪  日本が保護された衛星通信システムの調達アプローチを洗練させていく中で、検討

すべきモデルの1つとして、主権的な軍事衛星通信能力の開発に最近オーストラリア

が採用したアプローチがある。オーストラリア政府は、入札チームには広範な軍事

衛星通信の経験を持つ主契約者と複数のオーストラリア企業で構成されることを求

めた。186  このようなアプローチは、米国、日本、オーストラリアの衛星通信システ

ム間の相互運用性をさらに高めることにもつながる可能性がある。 
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▪  日本が光通信ペイロードを搭載したSATCOM能力を展開するにつれ、特に双方が共

通の光インターフェース標準に合意できる場合には、通信ネットワーク間の相互接

続の機会が生まれる。日本政府及び産業界の代表者は、日本の宇宙資産とPWSAトラ

ンスポート層間の接続に特に強い関心を示し、ユーザーへのデータ配信の耐障害性

とマルチパスオプションをさらに向上させることを望んでいる。 

 
デジタルトランスフォーメーションへの投資 

デジタルトランスフォーメーションは、戦場での優位性を維持し、ユーザー間のデータ

へのアクセス性と接続性を通じてミッションの効率性を高め、ITインフラや通信ネットワ

ークへの脅威に直面してもレジリエンスとセキュリティを確保するために不可欠であ

る。米国国防総省はクラウド戦略を実施し、空軍及び宇宙軍のクラウド・ワンなどの能

力に投資している。187 米国情報コミュニティ（IC）は、IC クラウドとして知られるクラ

ウドベースのアーキテクチャに長年投資しており、これによりユーザーはICのどの場所

からでもデスクトップにログインし、ミッション関連情報にアクセスできる。188
 

同様のデジタルトランスフォーメーションが日本でも進行中であり、政府高官らは政府

クラウドネットワークが政府全体の情報共有、危機対応、業務効率の向上をどのように

実現できるかについて議論している。189 東京は、2011年の地震と津波により福島原子力

発電所が被害を受けたような重要なインフラに影響を及ぼす自然災害を経験し、ま

た、ロシアによるウクライナの衛星及び地上ネットワークに対するサイバー攻撃を目

撃しており、デジタルレジリエンスと業務継続の重要性に敏感になっている。後者に

関しては、ロシアの侵攻初期にウクライナが政府及び銀行のデータをクラウド・ストレ

ージ・システムに安全に移行できたことが、ウクライナ政府のサービス継続に極めて重

要であった。190
 

重要なのは、両国の国家安全保障のリーダーが、クラウド・ストレージ、コンピューテ

ィング、セキュリティの分野では民間部門が主導的立場にあることを認識しており、こ

れらの商業サービスを採用することで利益を得ていることである。いずれの政府も、商

業テクノロジー企業の規模、スピード、パフォーマンス、機敏性、あるいはデジタルイ

ンフラへの投資にはかなわない。これらの企業はサイバー攻撃に絶えずさらされながら

も、ネットワークやクラウドインフラの改善を継続的に行い、サイバーセキュリティ対

策だけでも年間数十億ドルを投資している。例えば、マイクロソフトでは、同社のシス

テムを侵害しようとする試みが1日あたり150万件に上るとし、クラウドセキュリティ

に年間約10億ドルを投資している。 191
 

 
 

いずれの政府も、民間テクノロジー企業のスケール、スピード、パフォー

マンス、アジリティー、あるいはそれらのデジタルインフラへの投資に匹

敵することはできない。 
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二国間の宇宙開発計画には、デジタルトランスフォーメーションとサイバーセキュリ

ティの要素を取り入れることで、より充実したものとなるだろう。この分野は宇宙分

野に限ったものではありませんが、機密性の高いミッションデータや運用情報の共有

を可能にするものである。米国のデジタルインフラ企業との日本の協力関係は特に有

益となり得る。Amazon Web Servicesのような企業は、2027年までに2兆2600億円（154

億ドル）を投資して日本のクラウドインフラを拡大する計画であり、MicrosoftはAIや

クラウドインフラ、労働力訓練、研究施設に29億ドルを日本に投資している。192
 

これらの投資を活用することで、MODとJSOGは、宇宙作戦、指揮統制（C2）、宇宙領域

把握データなど、拡大する宇宙アーキテクチャをクラウドへの移行の早期候補として特定

できる可能性がある。この関心は、より強固な接続性、データ管理、ネットワークセキュ

リティを実現するクラウドの利点を認識している日本の宇宙運用者との会話の中で、著者

に伝えられた。米国当局者は、宇宙技術や宇宙活動の機密性、及び衛星ネットワークに対

するサイバー攻撃の増加を踏まえ、情報共有を拡大するには情報セキュリティが不可欠で

あると強調した。 

共通のインターフェース規格を持つ互換性のあるデジタルインフラは、日米のネットワーク間の接

続性とデータ交換を促進する技術基盤を提供する。類似したデジタルインフラストラクチャを基盤

として活用することで、サイバーセキュリティのベストプラクティスを共有するより直接的な機会

が生まれ、また、AIツールやその他の革新的なアプリケーションを活用して、両国がより利用しや

すく充実したデータ環境を構築することも可能になる。 

国防総省は、国際的なパートナーが機密性の高いミッションデータを安全にアクセ

ス、処理、分析し、ユーザーに洞察を提供するために使用する情報共有ネットワーク

の近代化も進めている。例えば、米国のインド太平洋軍（INDOPACOM）は、同盟国

やパートナーと情報を共有し、共通の作戦状況図を可能にする国防総省のより大規模

なミッションパートナー環境プログラムを基盤とするINDOPACOMミッションネット

ワークの開発を加速している。193 米国のもう一つの情報共有システムである戦場情報

収集・活用システムプログラムは、軍事情報を共有するための接続性を提供してい

る。DODは、先に述べた利点を活用し、商業ソリューションを活用することが奨励さ

れるべきであるだけでなく、JSOGを含むMOD及びJASDF内のアクセスポイントを拡大

することも求められる。 

 

政策及び国際会議の主導 

持続可能性は、日本社会及び政策における長年のテーマである。東京は、宇宙の持続

可能性を高めるための主導的な声として、このテーマを宇宙にまで拡大し続けるのに

適した立場にある。日本と米国は、地域及び国際フォーラムにおける相互補完的かつ

協調的な取り組みを通じて、宇宙の持続可能性に関する強力なリーダーシップを発揮

し、外交的なイニシアチブを推進し、宇宙における責任ある行動を育成し、宇宙の平

和利用に対する脅威を低減することができる。 
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日本の行動は、これらの分野における日本の地位を強化する。日本は、宇宙開発にお

ける明確な優先事項として、持続可能性と資源管理を掲げている。アストロスケール

などの新しい宇宙企業は、軌道上デブリの除去や耐用年数を超えた宇宙船の廃棄を軸

としたビジネスモデルを構築している。また、気候変動や安全保障環境の監視を目的

としたリモートセンシング衛星の開発も進められている。東京は、宇宙の持続可能性

に関するテーマを含む重要な宇宙シンポジウムの開催地となりつつある。
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国連本部の安全保障理事会の会合で報道陣の

取材に応じる上川陽子外相 

Photo: Lev Radin/Pacific Press/LightRocket via Getty Images 

外交面では、日本は宇宙の安全保障と持

続可能性の問題について、ますます発言

力を強めている。2024年4月、日本は米国

とともに、宇宙空間に核兵器を配備する

ことを防止する国連安全保障理事会決議

を導入し、各国に宇宙条約に基づく義務

の順守を呼びかけた。194  この決議は、ロ

シアが軌道上の衛星を無差別に破壊する

核搭載衛星を開発している可能性がある

というニュースを受けて起草された。

2022年9月、日本は、米国や他の諸国と協

力し、宇宙空間における責任ある行動に

関する国際的な議論を促進する中で、破

壊的なASATミサイルの直上発射実験を

行わないことを誓約した。195

日本は、宇宙安全保障問題における地域的リーダーであり、地域諸国にとっての望まし

いパートナーであると見なされるべきである。2021年、クワッドの一環として、オース

トラリア、インド、日本、米国は、気候変動リスクに対する集団的な理解を構築し、海

洋及び海洋資源の持続可能な利用を支援するために、宇宙基盤地球観測データを互い

に、そしてインド太平洋地域の他の国々と共有するための宇宙作業部会を設立した。196 

2023年、日本、韓国、米国は、宇宙領域における脅威、 宇宙領域における脅威、宇宙の

責任ある利用、各国の宇宙戦略に焦点を当てた。197 2024年4月の岸田首相のワシントン

D.C.公式訪問中、日本がオーストラリア、英国、米国（AUKUS）と緊密な二国間防衛パ

ートナーシップを結んでいることを踏まえ、AUKUSパートナーが「AUKUSの柱IIの先進

的能力プロジェクトにおける日本との協力について検討している」ことが発表された。198
 

また、日本はASEANとの関わりにおいても有利な立場にある。ASEAN加盟国の一部は、

日本を地域で最も信頼できる大国、中国を戦略的パートナー、米国を（米国対中国の）ど

ちらかの陣営に付くよう各国に圧力をかけることに重点を置くことが多い国と見なしてい

る。199 これらの国の多くは、初期段階にある自国の宇宙開発プログラムを発展させ、海洋

領域の認識や天然資源管理のための地球観測などの分野における宇宙利用から利益を得よ

うとしている。また、宇宙の安全かつ確実な持続可能な利用を確保することにも利害関係

を有している。日本と協力することで、これらの問題に関する国際的な議論に重要な視点

を加えることができる。 
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7 

 
持続的な課題への取り

組み 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
家政策や安全保障戦略を支援する実質的な能力をもたらす協力の機会は豊富に

あるが、政策立案者は依然として障壁を取り除く必要がある。 

 
優先事項と緊急性 

日米両国のリーダーにとって、宇宙協力における明確な優先事項を設定し、互いの強みを活

用し、相互運用可能なシステムを構築して、両国に必要な能力とレジリエンスを迅速に追加

することが重要となる。両国は野心的な宇宙開発計画を掲げ、宇宙の安全保障開発と利用の

ための資源をここ数年で増やしてきたが、それらの資源を優先順位付けし、効率的に配分す

る必要がある。地域的な脅威に備えるためにいつまでに能力が必要かという明確性も、それ

ぞれの機関や産業を動かすためには重要である。日本の防衛戦略では、2027年度までに侵略

に対処するための主たる責任を担う必要性が強調されている。 

衛星や地上局の設計と構築は、複数年にわたる、リソース集約的な取り組みである。脅威に

対処するために必要な宇宙能力の時期は、どのアーキテクチャソリューションが追求され、

それらのソリューションが段階的に導入されるかに大きく影響する。近い将来に能力を導入

するには、より成熟した技術と、利用可能な既存の商業サービスに頼らざるを得ない。しか

し、次世代の能力が脅威に遅れを取らないようにするためには、長期的な研究開発

（R&D）への投資が必要である。 

国 
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政府による需要シグナル 

産業協力の機会が存在するかどうかに関わらず、日米両国の産業は、優先的な二国間プロ

ジェクトを支援するためにパートナーシップを組む際には、両政府からより強いシグナル

とトップレベルの支援を受けることが有益である。その理由の多くは、リスクと技術輸出

の制限に関連している。複数の業界代表者は、市場と顧客に高い信頼性を持てない限り、

自社では衛星設計、研究開発、促進への実質的な投資を制限していると伝えた。したがっ

て、産業間の協力を奨励し支援するためには、両政府が、システム間の相互運用性や統合

などを含む、そのような協力事業のための需要のシグナルと市場を生み出す必要がある。 

宇宙に関する産業協力のための政府間協定は現在存在しないが、他のミッション領域で

は、宇宙関係が構築できる可能性がある例がある。統合防空及びミサイル防衛はそのよう

な例のひとつである。統合防空及びミサイル防衛では、日米のミサイル防衛関係に関する

協定が締結され、情報共有や特定のシステムの共同開発・共同生産など、さまざまな項目

における協力に関する指針が定められている。このような枠組みは、ミサイル防衛庁と日

本の防衛省が2024年3月に極超音速ミサイル防衛能力の共同開発で合意するなど、産業界の

協力関係を可能にするのに役立っている。宇宙分野でも同様の合意が結ばれれば、産業界

が特定のアーキテクチャ、協力モデル、情報共有の交換を優先する指針となる可能性があ

る。米国国防総省と日本の防衛省は、研究、開発、試験、評価プロジェクトに関する二国

間覚書に調印しており、この合意により両国は防衛関連の新技術に関する二国間協力の機

会を増やすことを約束している。この合意には宇宙に関する言及はないが、これはミサイ

ル防衛などの防衛能力を支える宇宙技術を模索する最初の手段となる可能性がある。 

最後に、公に発表された協力合意については、その履行が求められる。2024年4月の国賓訪

問の際、日米両国は技術的保障措置協定（TSA）の交渉中であることを発表した。 TSA

は、米国の商業宇宙打ち上げの枠組みを日本から提供し、業界内での宇宙関連技術の協力

の機会をさらに広げることになる。200 このTSAの交渉完了を早めることは、両政府が業界

に影響を与えるような重要課題について、行動に移す機運があることを示すことになる。 

 

データ共有ポリシー 

米国側には、米国企業が日本の同業者と共有できる技術、能力、ミッション知識に関す

る指針となる包括的なデータ交換枠組みが存在しない。一部の米国政府高官は、このよ

うな枠組みの開発、交渉、行政手続きによる調整に何年もかかる可能性があることに苛

立ちを表明している。特に、現在の日米協力の多くの分野は、包括的な枠組みではな

く、特異なプロセスや特注の合意を通じて行われている。したがって、ミサイル探知や

追跡データの交換など、協力関係を構築する最も迅速な方法は、ホワイトハウス、国防

総省、国務省の政策担当者レベルで、日本側と個別に交渉する特注の合意である。 

 

提案されている協力分野、例えばミサイル探知及び追跡、SDA、ISRTなどは、機微な
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技術、能力、及び任務に関する知識を伴うものであり、そのほとんどが、管理された

非機密情報からより機密性の高いレベルまで、米国の安全保障上の機密管理に該当す

る。したがって、衛星開発、製造、及びアーキテクチャの相互運用性に関する具体的

なパートナーシップの可能性を探るための日米企業間の技術交流は、米国政府による

技術移転とデータ共有に関する明確な方針が示されない限り、限定的なものとなる。

201 このような方向性は、SM-3ミサイルやブラックホーク・ヘリコプターなどの他の

防衛協力分野でも示されており、両国は機密情報を保護するためのプロセスと慣行を

導入している。宇宙安全保障協力においても同様のアプローチを採用できる可能性が

ある。 

 

セキュリティ 

特に大きな課題のひとつは、日米間の安全保障文化の違いである。この違いには、人的資

源、情報、施設、サイバーセキュリティなど、さまざまな分野が含まれる。米国の国家安

全保障に関わる官民セクターには、長年にわたって確立された政策やプロセスがあり、機

密情報や高度な能力の保護を重視する文化が根付いている。安全保障上の機密情報へのア

クセス許可を得るには、国家安全保障に関わるエコシステムで雇用される人材の経歴を徹

底的に調査する必要がある。しかし、日本ではセキュリティはよりケースバイケースで確

立されており、プロジェクトのセキュリティに関する特定の側面を考慮し、特定のニーズ

を評価している。 

現在、日本の政府、産業界、学術界全体で、サイバーセキュリティ、情報セキュリティ、

人事セキュリティ、施設セキュリティといったセキュリティが、米国との宇宙協力のさら

なる発展にとって最も重要であるという認識が明確になっている。202 最近の日本政府によ

る民間部門のセキュリティクリアランスの導入や、経済安全保障情報への機密保護の拡大

といったセキュリティ改善策の実施は心強いものであり、これらのセキュリティ分野のい

くつかにおいて機能的同等性を実現するための基礎となるべきである。203
 

政府及び民間部門の米国のセキュリティ専門家が、トレーニングを提供したり、ベス

トプラクティスを共有したりできる可能性がある。例えば、2023年に日本の防衛省技

術・物流庁は、米国国防技術安全保障管理局及び米国国防諜報・安全保障局のアドバ

イザーを得て、初の防衛産業セキュリティマニュアルを作成した。204 

日本政府及び産業界では、サイバー脆弱性に対する強い認識がある。サイバー脅威と

サイバー対策のベストプラクティスをより広く共有することが、日本のネットワーク

とサイバーセキュリティを改善する最も即効性のある方法である。米国のテクノロジ

ー企業、特にクラウドセキュリティとサイバーセキュリティの分野における企業との

協力関係は、ネットワークのレジリエンス強化と政府の業務継続性の確保に特に有益

である可能性がある。これは、JSOGのような宇宙活動部門にも恩恵をもたらし、ネッ

トワークに対するサイバー脅威からの防御に向けた取り組みに役立つであろう。 
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輸出ポリシー 

両国の輸出ポリシー及び規制は、宇宙協力や産業間の連携強化の障害となってきた。米国

の国際武器取引規則（ITAR）及びミサイル技術管理レジーム（MTCR）の下での米国の義

務の解釈は、二国間の産業協力の妨げとなっており、宇宙関連の調達における共同パート

ナーシップの構築を奨励されている米国及び日本の企業は、ITARと機密指定を問題として

挙げている。2023年12月、東京は防衛装備及び技術移転に関する原則を改定し、これによ

り軍事技術及び部品の輸出拡大が可能になる見通しである。205 サプライチェーンの多様化

と、脅威の高まりつつある同様の考えを持つパートナーの防衛にさらに貢献できる前向き

な動きであるが、この政策転換が宇宙関連技術の輸出に与える影響は不明である。この政

策変更は、日本の防衛政策全体における大きな転換を示すものであり、また、さまざまな

政策や戦略文書において、このような転換を支持する政治的な動機付けが示されている。 

 

 

 

宇宙に関する包括的日米対話第8回会合に参加

した米国代表団 

Photo: Office of Space Commerce 

カウンターパート及び省庁間コ

ミュニケーション 

最後に、両国の政府及び業界代表者から

一貫して聞かれるのは、相手側と誰が話

せばよいのかわからないことが多いとい

う意見である。米国の宇宙エコシステム

を観察すると、連絡先があまりに多すぎ

て、日本の対話相手がどの組織と関わる

べきなのかさえわからない。米国政府監

査院が2016年の報告書で指摘しているよ

うに、米国の国家安全保障分野には「約

60の利害関係者組織」が存在する。206 

 

日本の宇宙エコシステムを観察すると、宇宙安全保障能力に対する責任は政府全体に分散

している。例えば、準天頂衛星システムは内閣府、ミサイル探知及び追跡は防衛省内部

局、SDAは航空自衛隊、衛星通信は統合幕僚監部J6、ISRTは防衛情報本部が担当してい

る。さらに、日本の防衛及び情報機関は依然として非常に縦割りである。双方は、各国の

宇宙分野のリーダーを一堂に集め、カウンターパートを特定するとともに、各国内の省庁

間対話を促進する上で、宇宙に関する包括的日米対話が非常に有益であると認識してい

る。このような二国間及び省庁間対話を、首脳レベル対話以外でも継続する機会が奨励さ

れた。 
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提言の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告書全体を通して説明されている宇宙安全保障協力に関する提言の概要を以下に示

す。 

 

▪ 人材育成: 教育と訓練は、日本の防衛機関及び関連産業全体で宇宙能力を高めるため

の基盤となる。防衛省及び航空自衛隊と、米国の政府及び学術界における宇宙機関

との間の協力には、米国のスペース100/200や防衛調達大学防衛調達コースへの参加

が含まれ得る。宇宙・テクノロジーの新たなスタートアップコミュニティとの協力

は、日米両国の宇宙エコシステムに必要な「人材」の供給源を拡大することができ

る。 

▪ 宇宙作戦群と統合部隊の訓練: 米国と日本は、宇宙コンポーネントを二国間及び多国間の共

同演習や日常的な統合訓練に統合することにより、宇宙能力が陸上及び海上作戦を含む統合

部隊にどのように貢献するかについて、より理解を深めるべきである。軍事宇宙コミュニテ

ィ内では、多国間の宇宙作戦シナリオを含む机上演習や軍事演習への参加、及びより実践的

な運用訓練が、宇宙における脅威、宇宙作戦、及び意思決定プロセスの理解に役立つ。 

▪ データ及び情報の共有: 宇宙及びサイバーの脅威評価を共有することは、特に、米国

政府、産業界、学術界から機密・非機密の脅威評価が入手可能になっていることを

踏まえると、論理的な出発点である。さらに、日本の準天頂衛星に搭載された米国

のペイロードからのデータの共有を含め、SDAデータの共有を強化することができ

る。SDA 情報の共有も、北朝鮮のミサイル発射に関するデータ共有で用いられた日

米韓3か国間情報交換モデルを基盤として、3か国間で拡大できる分野である。米国

のデータ共有に関するポリシーを更新し、米国国防総省（DOD）の改訂された宇宙

機密指定ガイダンスの実施を加速させることで、迅速に結果を出し勢いをつけるこ
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とができる。 

▪ 相互補完的な産業基盤の強み: 日米両国は、協力関係を構築するにあたり、宇宙分野に限定す

ることなく、それぞれの産業基盤の独自かつ相互補完的な強みを検討すべきである。例え

ば、米国の産業は軍事衛星コンステレーションのシステム統合、地上アーキテクチャ、衛星

製造能力の拡充に強みを持っているが、日本の産業は衛星コンポーネント、ロボット工学、

先進的な製造技術、造船・修理の分野で世界をリードしている。両国は、サプライチェーン

のレジリエンスを高め、宇宙関連のスタートアップを育成するエコシステムを強化するため

の投資家を募り、宇宙に関するより広範な同盟目標を達成しようとしている。 

▪ 国家安全保障のための宇宙コンステレーションの構築: 両国は、野心的で多大なリソース

を必要とする安全保障のための宇宙アーキテクチャを策定しており、そのアプローチの中

核には協力関係がある。ミサイル探知・追尾、ISRT、SDA、及びSATCOMの分野は、日本

の戦略文書に記されているように、2027年度までに十分な防衛能力を配備する必要があ

り、特に重要である。 

▪ ミサイル探知・追尾: 米国のデータ共有に関するポリシーを更新し、改訂された

宇宙機密指定ガイダンスの実施を加速させることで、迅速に結果を出し勢いを

つけることができる。防衛省と米国宇宙開発局が、拡散型戦闘宇宙アーキテク

チャの追尾及び輸送能力を中心に連携することは、段階的な協力関係を構築す

る魅力的な方法であり、全体的な能力とレジリエンスの向上に貢献する。日本

における PWSA 地上局の配備とデータ共有、共同技術・生産実証プログラ

ム、モジュール設計と一括調達・打上げに関するベストプラクティスの交換、

地上アーキテクチャの提携は、産業基盤の能力と任務遂行能力を総合的に向上

させる方法を提供する。 

▪ 情報収集、警戒監視、偵察、ターゲティング: 米国と日本は、能力とレジリエンスの向

上、より高度な分析と多角的情報の洞察の構築、及び運用上適切なタイムライン

で実行可能な情報を提供する全体的なISRTアーキテクチャの整備に協力の取り組

みを集中すべきである。 また、米国と日本の宇宙企業間の共同生産／ライセンス

生産協定や、EO及びSARの商業データ及び分析サービスへのアクセス向上も検討

すべき分野である。 

▪ 宇宙領域把握と衛星攻撃: 従来の宇宙交通管理及びカタログシステムを近代化すると

いう米国の課題とは対照的に、日本は最新技術を活用し、日米両政府及び民間ソ

ースの宇宙監視データを融合することで、一足飛びに宇宙領域の共通の運用画像

を構築するという、白紙のアプローチを取る機会がある。また、パートナーは、

USSF SDA-QZSS を超える他のホスト型ペイロードコンセプトを模索し、SDA 衛

星間の協調運用を検討し、宇宙防衛における協力の選択肢を模索すべきである。

米国と日本は、宇宙プログラムの機密指定を改革する米国の取り組みをさらに活

用し、対宇宙作戦のコンセプトについて詳細な議論を行うべきである。 

▪ 通信衛星の保護: 日本は、米国のSSCプロジェクトにおける早期の国際パートナー

となり、商業及び国際通信衛星上で保護された戦術波形を開発すべきである。さら

に、光インターフェース標準に関する議論は、日本の光通信ペイロードの開発に役
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立つ可能性があり、後者は通信ネットワーク間の相互接続の機会を増やし、ユーザ

ーへのデータ配信のレジリエンスとマルチパスオプションを向上させるはずであ

る。 

▪ デジタルトランスフォーメーションとサイバーセキュリティへの投資: 日米両国は、二国間

の宇宙開発計画にデジタルトランスフォーメーションとサイバーセキュリティの要素

を含めるべきであり、防衛省と宇宙開発戦略本部が宇宙作戦、C2、SDAデータを含

む拡大する宇宙アーキテクチャを、クラウドへの移行の早期候補として指定するよう

促すべきである。これにより、機微なミッションデータや運用情報の共有も促進され

る。 

▪ 政策及び国際会議の主導: 日米両国は、地域及び国際フォーラムにおける相互補完的か

つ協調的な取り組みを通じて、宇宙の持続可能性、宇宙における責任ある行動の促

進、及び宇宙の平和利用に対する脅威の低減に関する強力なリーダーシップを発揮

し、外交イニシアチブを推進することができる。日本は、宇宙安全保障問題における

地域的リーダーとして、また、地域諸国にとって米国と並ぶパートナーとして認識さ

れるべきである。 

このような協力的な取り組みの障壁や制限となるような持続的な課題についても、主要な分

野において対処する必要がある。 

▪ 優先事項と緊急性: 両国のリーダーが宇宙協力の明確な優先事項を設定し、互いの強み

を活用して相互運用可能なシステムを構築し、必要な能力とレジリエンスを適時に増

強することが重要となる。また、地域の脅威に備えるために能力がいつ必要となるの

かを明確にすることも、それぞれの機関や産業界を動かす上で重要となる。 

▪ 政府による需要シグナル: 両政府は、特にMW/MTやISRTのような主要ミッション領域

における大規模な二国間プロジェクトに関して、協力の具体的な分野と協力の障壁に

対処するという保証について、産業界に明確なシグナルと指示を与える必要がある。

企業は、市場と顧客に高い信頼を寄せ、技術共有の制限が取り除かれるという確信が

なければ、大規模な衛星設計、研究開発、促進への投資を制限するだろう。 

▪ データ共有ポリシー: 米国には、米国の業界が日本の業界と共有できる技術、能力、

ミッション知識に関する指針を提供する包括的なデータ交換の枠組みがない。ミサイ

ル探知・追尾データの交換などの協力的な取り組みを可能にする最も迅速な方法は、

政府高官レベルで策定された独立した合意を通じて行うことである。この権限は、戦

術的に適切なタイムラインで機能する必要があり、運用データの所有権、拘束力のあ

る合意や拘束力のない合意、その他の平凡な詳細事項に関する法的審査よって妨げら

れてはならない。 

▪ セキュリティ: 機密情報及び先進技術を保護するための政策やプロセスを実行し、そ

れらを組織文化に浸透させることは、米国の宇宙協力のさらなる発展にとって最も重

要である。セキュリティの必要性は、人員、情報、施設、サイバーセキュリティなど

の分野にわたっており、米国のセキュリティ専門家が訓練に参加し、政府及び民間全
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体でベストプラクティスを共有するのに適している。 

▪ 輸出ポリシー: 両国の輸出ポリシー及び規制は、宇宙協力や産業間の連携強化の障害

となっている。米国のITARとMTCRの解釈は、日米の産業協力の妨げとなってお

り、宇宙関連の共同調達パートナーシップの構築を奨励されている日米の企業は、

ITARと機密指定を問題として挙げている。 

▪ カウンターパート及び省庁間コミュニケーション: 両国の政府及び産業界の代表者から一

貫して聞かれるのは、相手国側の誰と話をすればよいのかわからないことが多いと

いう意見である。両国は、毎年開催されている宇宙に関する包括的日米対話が、両

国の宇宙分野のリーダーを集めてカウンターパートを特定し、また各国の省庁間の

対話を促進する上で非常に有益であると認識している。このような政府高官レベル

の対話を超えた両国間及び省庁間の交流を維持する機会が奨励される。
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結論 

 

 

 
“安全保障のために、宇宙システムの利用を抜本的に拡大するとともに、宇宙空間の安全かつ安定
的な利用を確保していく。” 

– 岸田文雄内閣総理大臣, 2023年6月207
 

 
米国、中国、ロシアといった世界的な宇宙大国から日本やフランスといった発展する宇

宙先進国まで、世界中の国々の防衛戦略において、宇宙の重要性はますます強調されて

いる。中国や北朝鮮の攻撃的な行動やロシアによるウクライナ侵攻により、日本政府の

防衛能力や宇宙が果たす役割に対する認識に変化が生じている。 

宇宙領域における日本の新たな安全保障の重点化は重要であり、最近の政策は、今後5年

から10年の間に、国産技術や能力の開発から国際的な協力関係の拡大に至るまで、宇宙安

全保障における日本の活動が活発化することを示唆している。日本は宇宙と宇宙技術の経

済的利益を強く認識しているが、短中期的に運用能力を配備する必要性が差し迫っている

ことを考えると、それらの能力を開発し、産業能力を拡大することは困難な課題となるだ

ろう。 

日本が宇宙能力を強化し続ける中、当面の重点は引き続き宇宙輸送分野に置かれている。

注目すべきマイルストーンは、H3ロケットとイプシロンSロケットの成功である。これら

は、日本の宇宙輸送におけるリーダーシップを確固たるものとし、中国やインドの打ち上

げサービスに対する競争力のある地域的代替手段を提供し、H3ロケットの場合はゲート

ウェイプログラムにおいて重要な役割を果たすことを目指している。 

日本の伝統的な重工業による打ち上げロケットの開発に加え、新規参入企業は、ロボット工学、

軌道上サービス、リモートセンシングソリューションを模索しており、これらは日本の宇宙産業
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をさらに変革し、特定の宇宙技術分野で最先端を保持する可能性がある。持続可能性と資源管理

は、日本社会と政策の2つの重要な柱であり、宇宙開発の優先分野でもある。日本企業は、気候変

動の影響をより深く理解し、軌道上の宇宙ゴミを除去するための宇宙ソリューションを開発する

のに適した立場にある。 

日本は引き続き、独自に技術を発展させ、国内の産業基盤を強化する方法を模索していく

だろう。これは予想されることだが、安全保障環境の緊急性や、日本の他の産業分野に特

徴づけられるような開発の遅さを考えると、困難な課題となるだろう。JAXAや重工業な

どの日本の伝統的な宇宙関連機関は、長期的な民間ミッションを支援する小規模な科学宇

宙システムから、防衛及び安全保障の任務に重点を置いたより大規模な衛星コンステレー

ションへと、その範囲を拡大しつつある。 防衛省及び自衛隊は、これらの新たな多様化

する活動を支援するために、宇宙安全保障における新たな技術的及び運用上の専門知識を

向上する必要がある。 

日本は今後、安全保障態勢における宇宙能力の役割を積極的に拡大していくだろう。防衛

白書で強調されているように、打ち上げ、ミサイル警戒、SDA、情報収集、通信、航法

は、いずれも防衛及び安全保障上の重要性が増している宇宙ミッション分野である。宇宙

作戦群の設立は、日本の宇宙事業における自衛隊のより積極的な役割と、安全保障任務へ

の宇宙能力の継続的な統合を意味する。しかし、日本が宇宙への関心を強め、宇宙への支

出を増やしている一方で、特に安全保障のための宇宙アーキテクチャの構築における野心

は、予算を上回っている。日本の政策立案者にとって、安全保障のための宇宙への投資

が、同盟国の宇宙における目標達成能力を補完する相互運用可能で安全な能力を提供して

いることを確認することが極めて重要である。 

日本は、宇宙の平和利用に対する脅威や、持続可能な利用を含む宇宙における責任ある行

動など、国際会議における宇宙に関する発言力を高めていくつもりである。また、日本は、

宇宙空間の安全性に対する敵対的な脅威に対抗するため、宇宙空間の利用に関してより強

固でレジリエンスのある規範を提唱していくだろう。 

さらに、地域的脅威に関する日米の一致、国家安全保障における宇宙の役割の拡大、及び

日本の安全保障への関心の高まりは、従来の民間宇宙協力の枠を超えた協力の機会をもた

らしている。しかし、この安全保障の重点化は、日本のプロセスや文化的規範との間で引

き続き緊張をもたらすことになり、両国は安全保障や技術保護の調整など、協力の障壁を

取り除き続ける必要がある。 

両国の政府及び産業界は、個別にも共同でも、国家及び経済安全保障上の利益を強化する数多くの宇

宙協力の機会を目の前にしている。 
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